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陸 前 高 田 市 議 会 定 例 会 提 出 議 案 等 

番 号 件   名 

報 告 第 １ 号 令和４年度陸前高田市一般会計繰越明許費繰越計算書 

報 告 第 ２ 号 令和４年度陸前高田市水道事業会計予算繰越計算書 

議 案 第 １ 号 
令和４年度陸前高田市一般会計補正予算（第９号）の専決処分

について 

議 案 第 ２ 号 
令和５年度陸前高田市一般会計補正予算（第１号）の専決処分

について 

議 案 第 ３ 号 陸前高田市市税条例の一部を改正する条例の専決処分について 

議 案 第 ４ 号 
陸前高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決処

分について 

議 案 第 ５ 号 監査委員の選任について 

議 案 第 ６ 号 市道路線の認定について 

議 案 第 ７ 号 財産の取得について 

議 案 第 ８ 号 財産の取得について 

議 案 第 ９ 号 
陸前高田市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を

改正する条例 

議 案 第 10 号 
陸前高田市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免

除に関する条例の一部を改正する条例 

議 案 第 11 号 陸前高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

議 案 第 12 号 
陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費給付条

例の一部を改正する条例 



 

番 号 件   名 

議 案 第 13 号 陸前高田市火災予防条例の一部を改正する条例 

議 案 第 14 号 令和５年度陸前高田市一般会計補正予算（第２号） 

議 案 第 15 号 
令和５年度陸前高田市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号） 

議 案 第 16 号 令和５年度陸前高田市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 



報告第１号

円 円 円

-
　
１
　
-

- 1,500,0006
農 林 水
産 業 費

1 農 業 費
新型コロナウイルス
感 染 症 対 策
農 業 支 援 事 業

1,500,000 1,500,000 - -

1,100,000 -

6
農 林 水
産 業 費

1 農 業 費 果樹産地化推進事業 2,932,000 2,932,000 - 繰 入 金 2,932,000 -

6
農 林 水
産 業 費

1 農 業 費
た か た の ゆ め
普 及 推 進 事 業

1,100,000 1,100,000 - 繰 入 金

53,061,000 53,061,000

6
農 林 水
産 業 費

1 農 業 費
農 業 用 施 設
維 持 管 理 事 業

7,700,000 7,700,000 - - - 7,700,000

6
農 林 水
産 業 費

1 農 業 費 農 業 総 務 事 務 106,122,000 106,122,000 - 国庫支出金

200,000 -

4 衛 生 費 2 清 掃 費
可燃物運搬中継施設
管 理 事 業

242,000 242,000 - - - 242,000

3 民 生 費 2 児 童 福 祉 費
法 人 立 保 育 園 等
児童保育実施事業

200,000 200,000 - 国庫支出金

- 2,530,000

2 総 務 費 3
戸籍住民基本
台 帳 費

戸 籍 住 民 基 本
台 帳 事 務

4,756,000 4,756,000 - 国庫支出金 4,756,000 -

2,530,000 2,530,000 - -2 総 務 費 1 総 務 管 理 費 防 災 課 管 理 事 業

令和４年度陸前高田市一般会計繰越明許費繰越計算書

左　の　財　源　内　訳

円 円

款 項 事　業　名 金　　額 翌年度繰越額 既 収 入
特定財源

未 収 入 特 定 財 源 一 般 財 源



円 円 円 円 円

8 土 木 費 2 道 路 橋 梁 費 市道改良舗装事業

-
　
２
　
-

440,000 383,000

10 教 育 費 2 小 学 校 費 小 学 校 改 修 事 業 22,500,000 14,500,000 - - - 14,500,000

10 教 育 費 1 教 育 総 務 費
児 童 生 徒 遠 距 離
通 学 事 業

833,000 823,000 - 国庫支出金

- 140,121,000

8 土 木 費 4 都 市 計 画 費
今 泉 地 区
土地区画整理事業

32,000,000 27,583,000 - - - 27,583,000

8 土 木 費 4 都 市 計 画 費
高 田 地 区
土地区画整理事業

140,121,000 140,121,000 - -

74,169,000
1,881,000繰 入 金 107,750,000

市 債 53,300,000

50,000,000 77,000,000

7 商 工 費 1 商 工 費 交流人口拡大事業 125,100,000 125,100,000 34,100,000 - - 91,000,000

7 商 工 費 1 商 工 費
新型コロナウイルス
感 染 症 対 策 地 域
経済活性化支援事業

127,000,000 127,000,000 - 国庫支出金

- 10,016,000

6
農 林 水
産 業 費

3 水 産 業 費
新型コロナウイルス
感 染 症 対 策
水 産 業 支 援 事 業

20,000,000 20,000,000 - - - 20,000,000

10,016,000 10,016,000 - -全国植樹祭推進事業2 林 業 費
農 林 水
産 業 費

6

款 項 事　業　名 金　　額 翌年度繰越額 既 収 入
特定財源

未 収 入 特 定 財 源 一 般 財 源

左　の　財　源　内　訳

250,832,000 237,100,000 -
国庫支出金



円 円 円 円 円

令和５年６月１６日提出
陸前高田市長　佐々木　　　拓

公共土木施設単独
災 害 復 旧 事 業

公共土木施設
災 害 復 旧 費

災害復旧費11 2

繰 入 金 111,782,000

市 債 77,100,000

-
　
３
　
-

あ

13,800,000 22,000

合計 890,484,000 853,147,000

11 災害復旧費 2
公共土木施設
災 害 復 旧 費

道 路 橋 梁 単 独
災 害 復 旧 事 業

25,000,000 13,822,000 - 市 債

一 般 財 源

10,000,000 10,000,000 - 10,000,000 -

34,100,000

国庫支出金 182,626,000

447,539,000

市 債

左　の　財　源　内　訳
款 項 事　業　名 金　　額 翌年度繰越額 既 収 入

特定財源
未 収 入 特 定 財 源



                              

・
 



報告第２号

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

1
水 道 事 業

資本的支出
1

建 設
改 良 費

25,052,000 - 25,052,000 - - 10,700,000 - - 14,352,000 - -

1
水 道 事 業

資本的支出
1

建 設
改 良 費

13,200,000 - 13,200,000 - - 5,000,000 - - 8,200,000 - -

３月末に緊急で行う
必要が生じた工事で
あり、年度内に完了
することが困難と
なったため

1
水 道 事 業

資本的支出
1

建 設
改 良 費

5,280,000 - 5,280,000 - - - - - 5,280,000 - -

３月末に緊急で行う
必要が生じた工事で
あり、年度内に完了
することが困難と
なったため

1
水 道 事 業

資本的支出

1
建 設
改 良 費

23,500,000 - 23,500,000 - - 17,400,000 - - 6,100,000 - -

新型コロナウイルス
感染症の感染拡大等
に伴い、資材納入に
遅れが生じたため

67,032,000 - 67,032,000 - - 33,100,000 - - 33,932,000 - -

-　
４
　
-

令和５年６月１６日提出

令和４年度陸前高田市水道事業会計予算繰越計算書
地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

配水管布設工事
（赤畑工区その
２）

配水管緊急切替
工事
（西和野工区）

配水管緊急切替
工事
（金屋敷工区）

補償金
損益勘定
留保資金

新型コロナウイルス
感染症の感染拡大等
に伴い、資材納入に
遅れが生じたため

事　業　名
負担金

竹駒加圧ポンプ
場送水ポンプ交
換工事

合計

陸前高田市長　佐々木　　　拓　

款 項
予　算
計上額

支　払
義　務
発生額

翌年度
繰越額

左　の　財　源　内　訳

不用額

翌年度繰越
額に係る繰
越を要する
たな卸資産
の　購　入
限　度　額

説　明
国庫補助金

一般会計
補 助 金

企業債



                              

・
 



３－１ 

議案第３号 

   陸前高田市市税条例の一部を改正する条例の専決処分について 

陸前高田市市税条例の一部を改正する条例（令和５年条例第９号）を、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分

したので、同条第３項の規定により、議会の承認を求める。 

  令和５年６月１６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  
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３－２ 

陸前高田市専決第２号 

 

専  決  処  分  書 

 陸前高田市市税条例について、地方税法等の一部を改正する法律の公布に伴い、所

要の改正をしなければならないが、同条例の施行上急施を要し、議会を招集して議決

を求める暇がないので、地方自治法第１７９条第１項の規定により、陸前高田市市税

条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分する。 

  令和５年３月３１日 

陸前高田市長 佐々木   拓  
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３－３ 

   陸前高田市市税条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市市税条例（昭和３０年条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第３６条の２ ヽヽヽ（略） 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項

の所得割の額から控除することができなかっ

た金額があるときは、当該控除することがで

きなかった金額は、令第４８条の９の３から

第４８条の９の６までに定めるところによ

り、同項の納税義務者に対してその控除する

ことができなかった金額を還付し、又はああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

あああああああ当該納税義務者の同項の申告

書に係る年度分の個人の県民税若しくは市民

税に充当しあああああああああああああああ

ああ、若しくは当該納税義務者の未納に係る

徴収金に充当する。ああああああああ 

３ ヽヽヽ（略） 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族

等申告書） 

第３８条の３の２ ヽヽヽ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項 又は法第３１７条の３の２第１項の

規定による申告書を提出した給与所得者で市

内に住所を有するものは、その年の中途にお

いて当該申告書に記載した事項について異動

を生じた場合には、前項 又は法第３１７条 

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第３６条の２ ヽヽヽ（略） 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項

の所得割の額から控除することができなかっ

た金額があるときは、当該控除することがで

きなかった金額は、令第４８条の９の３から

第４８条の９の６までに定めるところによ

り、同項の納税義務者に対してその控除する

ことができなかった金額を還付し、又は当該

控除することができなかった金額のうち法第

３１４条の９第２項後段に規定する還付をす

べき金額により当該納税義務者の前項の申告

書に係る年度分の個人の県民税、個人の市民

税若しくは森林環境税を納付し、若しくは納

入し、若しくは当該納税義務者の未納に係る

徴収金を納付し、若しくは納入する。 

３ ヽヽヽ（略） 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族

等申告書） 

第３８条の３の２ ヽヽヽ（略） 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規

定による申告書を給与支払者を経由して提出

する場合において、当該申告書に記載すべき

事項がその年の前年において当該給与支払者

を経由して提出した前項又は法第３１７条の

３の２第１項の規定による申告書（その者が

当該前年の中途において次項の規定による申

告書を当該給与支払者を経由して提出した場

合には、当該前年の最後に提出した同項の規

定による申告書）に記載した事項と異動がな

いときは、給与所得者は、施行規則で定める

ところにより、前項又は法第３１７条の３の

２第１項の規定により記載すべき事項に代え

て当該異動がない旨を記載した前項又は法第

３１７条の３の２第１項の規定による申告書

を提出することができる。 

３ 第１項又は法第３１７条の３の２第１項の

規定による申告書を提出した給与所得者で市

内に住所を有するものは、その年の中途にお

いて当該申告書に記載した事項について異動

を生じた場合には、第１項又は法第３１７条 



３－４ 

の３の２第１項の給与支払者からその異動を

生じた日後最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、

その異動の内容その他施行規則で定める事項

を記載した申告書を、当該給与支払者を経由

して、市長に提出しなければならない。 

３ 前２項    の場合において、これらの

規定による申告書がその提出の際に経由すべ

き給与支払者に受理されたときは、その申告

書は、その受理された日に市長に提出された

ものとみなす。 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与支払

者が令第４８条の９の７の２において準用す

る令第８条の２の２に規定する要件を満たす

場合には、施行規則で定めるところにより、

当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者

に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁

的方法（電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て施行規則で定めるものをいう。次条第４項

及び第５４条の９第３項において同じ。）に

より提供することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３

項の規定の適用については、同項中「申告書

が」とあるのは「申告書に記載すべき事項

を」と、「給与支払者に受理されたとき」と

あるのは「給与支払者が提供を受けたとき」

と、「受理された日」とあるのは「提供を受

けた日」とする。 

（個人の市民税の徴収方法  ） 

第４０条 個人の市民税は、第４６条、第４９

条の２第１項、第４９条の５の規定によって

特別徴収の方法による場合を除くほか、普通

徴収の方法によって徴収する。 

２ ヽヽヽ（略） 

 

 

 

（個人の市民税の納税通知書） 

第４３条 個人の市民税の納税通知書に記載す

べき各納期の納付額は、当該年度分の個人の

市民税額及び  県民税額の合算額ああああ

ああああ（第４８条第１項又は第４９条の６

第１項の規定によって徴収する場合にあって

は特別徴収の方法によって徴収されないこと

になった金額に相当する税額）の前条第１項

の納期（第４８条第１項又は第４９条の６第

１項の規定によって徴収する場合にあっては

特別徴収の方法によって徴収されないことに 

の３の２第１項の給与支払者からその異動を

生じた日後最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、

その異動の内容その他施行規則で定める事項

を記載した申告書を、当該給与支払者を経由

して、市長に提出しなければならない。 

４ 第１項及び前項の場合において、これらの

規定による申告書がその提出の際に経由すべ

き給与支払者に受理されたときは、その申告

書は、その受理された日に市長に提出された

ものとみなす。 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与支払

者が令第４８条の９の７の２において準用す

る令第８条の２の２に規定する要件を満たす

場合には、施行規則で定めるところにより、

当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者

に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁

的方法（電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て施行規則で定めるものをいう。次条第４項

及び第５４条の９第３項において同じ。）に

より提供することができる。 

６ 前項の規定の適用がある場合における第４

項の規定の適用については、同項中「申告書

が」とあるのは「申告書に記載すべき事項

を」と、「給与支払者に受理されたとき」と

あるのは「給与支払者が提供を受けたとき」

と、「受理された日」とあるのは「提供を受

けた日」とする。 

（個人の市民税の徴収の方法等） 

第４０条 個人の市民税は、第４６条、第４９

条の２第１項、第４９条の５の規定によりあ

特別徴収の方法による場合を除くほか、普通

徴収の方法により 徴収する。 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割

を賦課し、及び徴収する場合に併せて賦課

し、及び徴収する。 

（個人の市民税の納税通知書） 

第４３条 個人の市民税の納税通知書に記載す

べき各納期の納付額は、当該年度分の個人の

市民税額、個人の県民税額及び森林環境税額

の合算額（第４８条第１項又は第４９条の６

第１項の規定により 徴収する場合にあって

は特別徴収の方法により 徴収されないこと

になった金額に相当する税額）の前条第１項

の納期（第４８条第１項又は第４９条の６第

１項の規定によりあ徴収する場合にあっては

特別徴収の方法により 徴収されないことに 
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 なった日以後に到来する納期）の数で除して

得た額とする。 

 （給与所得に係る個人の市民税の特別徴収） 

第４６条 個人の市民税の納税義務者が当該年

度の初日の属する年の前年中において給与の

支払を受けた者であり、かつ、同日において

給与の支払を受けている者（次の各号に掲げ

る者のうち特別徴収の方法によって徴収する

ことが著しく困難であると認められる者を除

く。以下この条において「給与所得者」とい

う。）である場合においては、当該納税義務

者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均

等割額あああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

あああの合算額を特別徴収の方法によって徴

収する。 

⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義務

者の前年中の所得に給与所得以外の所得があ

る場合においては、当該給与所得以外の所得

に係る所得割額を同項の規定によって特別徴

収の方法によって徴収すべき給与所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額に加算して特

別徴収の方法によって徴収する。ただし、第

３８条の２第１項の申告書に給与所得以外の

所得に係る所得割額を普通徴収の方法によっ

て徴収されたい旨の記載があるときは、この

限りでない。 

３ 前項本文の規定によって給与所得者の給与

所得以外の所得に係る所得割額を特別徴収の

方法によって徴収することとなった後におい

て、当該給与所得者について給与所得以外の

所得に係る所得割額の全部又は一部を特別徴

収の方法によって徴収することが適当でない

と認められる特別の事情が生じたため、当該

給与所得者から給与所得以外の所得に係る所

得割額の全部又は一部を普通徴収の方法によ

り徴収することとされたい旨の申出があった

場合で、その事情がやむを得ないと認められ

るときは、市長は当該特別徴収の方法によっ

て徴収すべき給与所得以外の所得に係る所得

割額で、まだ特別徴収により徴収していない

額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴

収するものとする。 

４ ヽヽヽ（略） 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の

支払いをする者に当該年度の初日の翌日から

翌年の４月３０日までの間において異動を生

じた場合において、当該給与所得者が当該給

与所得者に対して新たに給与の支払いをする 

 なった日以後に到来する納期）の数で除して

得た額とする。 

 （給与所得に係る個人の市民税の特別徴収） 

第４６条 個人の市民税の納税義務者が当該年

度の初日の属する年の前年中において給与の

支払を受けた者であり、かつ、同日において

給与の支払を受けている者（次の各号に掲げ

る者のうち特別徴収の方法により 徴収する

ことが著しく困難であると認められる者を除

く。以下この条において「給与所得者」とい

う。）である場合には   、当該納税義務

者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均

等割額（これと併せて賦課徴収を行う森林環

境税額を含む。次項及び第５項において同

じ。）の合算額を特別徴収の方法により 徴

収する。 

⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義務

者の前年中の所得に給与所得以外の所得があ

る場合には   、当該給与所得以外の所得

に係る所得割額を同項の規定により 特別徴

収の方法により 徴収すべき給与所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額に加算して特

別徴収の方法により 徴収する。ただし、第

３８条の２第１項の申告書に給与所得以外の

所得に係る所得割額を普通徴収の方法により

あ徴収されたい旨の記載があるときは、この

限りでない。 

３ 前項本文の規定により 給与所得者の給与

所得以外の所得に係る所得割額を特別徴収の

方法により 徴収することとなった後におい

て、当該給与所得者について給与所得以外の

所得に係る所得割額の全部又は一部を特別徴

収の方法により 徴収することが適当でない

と認められる特別の事情が生じたため、当該

給与所得者から給与所得以外の所得に係る所

得割額の全部又は一部を普通徴収の方法によ

り徴収することとされたい旨の申出があった

場合で、その事情がやむを得ないと認められ

るときは、市長は当該特別徴収の方法により

あ徴収すべき給与所得以外の所得に係る所得

割額で、まだ特別徴収により徴収していない

額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴

収するものとする。 

４ ヽヽヽ（略） 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の

支払いをする者に当該年度の初日の翌日から

翌年の４月３０日までの間において異動を生

じた場合において、当該給与所得者が当該給

与所得者に対して新たに給与の支払いをする 
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者となった者（所得税法第１８３条の規定に

よって給与の支払いをする際所得税を徴収し

て納付する義務がある者に限る。以下この項

において同じ。）を通じて、当該異動によっ

て従前の給与の支払をする者から給与の支払

いを受けなくなった日の属する月の翌月の 

１０日（その支払いを受けなくなった日が翌

年の４月中である場合には、同月３０日）ま

でに、第１項の規定により特別徴収の方法に

よって徴収されるべき前年中の給与所得に係

る所得割額及び均等割額の合算額（既に特別

徴収の方法によって徴収された金額があると

きは、当該金額を控除した金額）を特別徴収

の方法によって徴収されたい旨の申出をした

ときは、当該合算額を特別徴収の方法によっ

て徴収するものとする。ただし、当該申出が

翌年の４月中にあった場合において、特別徴

収の方法によって徴収することが困難である

と市長が認めるときは、この限りでない。 

６ 特別徴収の方法によって個人の市民税を徴

収される納税義務者が、当該年度の初日の属

する年の６月１日から１２月３１日までの間

において給与の支払を受けないこととなり、

かつ、その事由が発生した日の属する月の翌

月以降の月割額を特別徴収の方法によって徴

収されたい旨の納税義務者からその申出があ

った場合及びその事由がその年の翌年の１月

１日から４月３０日までの間において発生し

た場合には、当該納税義務者に対してその年

の５月３１日までの間に支払われるべき給与

又は退職手当等で当該月割額の金額に相当す

る金額を超えるものがあるときに限り、当該

月割額の全額（同日までに当該給与又は退職

手当等の全部又は一部の支払がされないこと

となったときにあっては、同日までに支払わ

れた当該給与又は退職手当等の額から徴収す

ることができる額）を特別徴収の方法によっ

て徴収する。 

（給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務

等） 

第４８条 前条の特別徴収義務者は、月割額を

徴収した月の翌月１０日までに、その徴収し

た月割額を施行規則第５号の１５様式又は第

５号の１５の２様式による納入書によって納

入しなければならない。 

（給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税

額への繰入れ） 

第４９条 個人の市民税の納税者が給与の支払

を受けなくなったこと等により給与所得に係

る特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴 

者となった者（所得税法第１８３条の規定に

より 給与の支払いをする際所得税を徴収し

て納付する義務がある者に限る。以下この項

において同じ。）を通じて、当該異動により

あ従前の給与の支払をする者から給与の支払

いを受けなくなった日の属する月の翌月の 

１０日（その支払いを受けなくなった日が翌

年の４月中である場合には、同月３０日）ま

でに、第１項の規定により特別徴収の方法に

より 徴収されるべき前年中の給与所得に係

る所得割額及び均等割額の合算額（既に特別

徴収の方法により 徴収された金額があると

きは、当該金額を控除した金額）を特別徴収

の方法により 徴収されたい旨の申出をした

ときは、当該合算額を特別徴収の方法により

あ徴収するものとする。ただし、当該申出が

翌年の４月中にあった場合において、特別徴

収の方法により 徴収することが困難である

と市長が認めるときは、この限りでない。 

６ 特別徴収の方法により 個人の市民税を徴

収される納税義務者が、当該年度の初日の属

する年の６月１日から１２月３１日までの間

において給与の支払を受けないこととなり、

かつ、その事由が発生した日の属する月の翌

月以降の月割額を特別徴収の方法により 徴

収されたい旨の納税義務者からその申出があ

った場合及びその事由がその年の翌年の１月

１日から４月３０日までの間において発生し

た場合には、当該納税義務者に対してその年

の５月３１日までの間に支払われるべき給与

又は退職手当等で当該月割額の金額に相当す

る金額を超えるものがあるときに限り、当該

月割額の全額（同日までに当該給与又は退職

手当等の全部又は一部の支払がされないこと

となったときにあっては、同日までに支払わ

れた当該給与又は退職手当等の額から徴収す

ることができる額）を特別徴収の方法により

あ徴収する。 

（給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務

等） 

第４８条 前条の特別徴収義務者は、月割額を

徴収した月の翌月１０日までに、その徴収し

た月割額を施行規則第５号の１５様式又は第

５号の１５の２様式による納入書により 納

入しなければならない。 

（給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税

額への繰入れ） 

第４９条 個人の市民税の納税者が給与の支払

を受けなくなったこと等により給与所得に係

る特別徴収税額を特別徴収の方法により 徴 
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 収されないこととなった場合においては、特

別徴収の方法によって徴収されないこととな

った金額に相当する税額は、特別徴収の方法

によって徴収されないこととなった日以後に

おいて到来する第４２条第１項の納期がある

場合においてはそれぞれの納期において、そ

の日以後に到来する同項の納期がない場合に

おいては、直ちに、普通徴収の方法によって

徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の６第１項の通知によって変

更された給与所得に係る特別徴収税額に係る

個人の市民税の納税者について、既に特別徴

収義務者から市に納入された給与所得に係る

特別徴収税額が当該納税者から徴収すべき給

与所得に係る特別徴収税額をこえる場合（徴

収すべき給与所得に係る特別徴収税額がない

場合を含む。）において当該納税者の未納に

係る徴収金があるときは、当該過納又は誤納

に係る税額は法第１７条の２の規定によって

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああ当該納税者の

未納に係る徴収金に充当する。ああああああ

あああああああああああああ 

（公的年金等に係る所得に係る個人の市民税

の特別徴収） 

第４９条の２ 個人の市民税の納税義務者が当

該年度の初日の属する年の前年中において公

的年金等の支払を受けた者であり、かつ、同

日において老齢等年金給付（法第３２１条の

７の２第１項の老齢等年金給付をいう。以下

この節において同じ。）の支払を受けている

年齢６５歳以上の者（特別徴収の方法によっ

て徴収することが著しく困難であると認めら

れるものとして次に掲げるものを除く。以下

この節において「特別徴収対象年金所得者」

という。）である場合においては、当該納税

義務者の前年中の公的年金等に係る所得に係

る所得割額及び均等割額（ああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああの合算額

（当該納税義務者に係る均等割額を第４６条

第１項の規定により特別徴収の方法によって

徴収する場合においては、公的年金等に係る

所得に係る所得割額。以下この条及び第４９

条の５において同じ。）の２分の１に相当す

る額（以下この節において「年金所得に係る

特別徴収税額」という。）を当該年度の初日

の属する年の１０月１日から翌年の３月３１ 

 収されないこととなった場合には   、特

別徴収の方法により 徴収されないこととな

った金額に相当する税額は、特別徴収の方法

により 徴収されないこととなった日以後に

おいて到来する第４２条第１項の納期がある

場合には   それぞれの納期において、そ

の日以後に到来する同項の納期がない場合に

は    直ちに、普通徴収の方法によりあ

徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の６第１項の通知により 変

更された給与所得に係る特別徴収税額に係る

個人の市民税の納税者について、既に特別徴

収義務者から市に納入された給与所得に係る

特別徴収税額が当該納税者から徴収すべき給

与所得に係る特別徴収税額をこえる場合（徴

収すべき給与所得に係る特別徴収税額がない

場合を含む。）において当該納税者の未納に

係る徴収金があるときは、当該過納又は誤納

に係る税額は法第１７条の２の２第１項第２

号に規定する市町村徴収金関係過誤納金とみ

なして、同条第３項、第６項及び第７項の規

定を適用することができるものとし、当該市

町村徴収金関係過誤納金により当該納税者の

未納に係る徴収金を納付し、又は納入するこ

とを委託したものとみなす。 

（公的年金等に係る所得に係る個人の市民税

の特別徴収） 

第４９条の２ 個人の市民税の納税義務者が当

該年度の初日の属する年の前年中において公

的年金等の支払を受けた者であり、かつ、同

日において老齢等年金給付（法第３２１条の

７の２第１項の老齢等年金給付をいう。以下

この節において同じ。）の支払を受けている

年齢６５歳以上の者（特別徴収の方法により

あ徴収することが著しく困難であると認めら

れるものとして次に掲げるものを除く。以下

この節において「特別徴収対象年金所得者」

という。）である場合には   、当該納税

義務者の前年中の公的年金等に係る所得に係

る所得割額及び均等割額（これと併せて賦課

徴収を行う森林環境税額を含む。以下この条

及び第４９条の５において同じ。）の合算額

（当該納税義務者に係る均等割額を第４６条

第１項の規定により特別徴収の方法によりあ

徴収する場合には   、公的年金等に係る

所得に係る所得割額。以下この条及び第４９

条の５において同じ。）の２分の１に相当す

る額（以下この節において「年金所得に係る

特別徴収税額」という。）を当該年度の初日

の属する年の１０月１日から翌年の３月３１ 
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 日までの間に支払われる老齢等年金給付から

当該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収の

方法によって徴収する。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 特別徴収の方法によって徴収することと

した場合には当該年度において当該老齢等

年金給付の支払を受けないこととなると認

められる者 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して課

する個人の市民税のうち当該特別徴収対象年

金所得者の前年中の公的年金等に係る所得に

係る所得割額及び均等割額の合算額から年金

所得に係る特別徴収税額を控除した額を第 

 ４２条第１項の納期のうち当該年度の初日か

らその日の属する年の９月３０日までの間に

到来するものにおいて普通徴収の方法によっ

て徴収する。 

 （年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収

税額への繰入れ） 

第４９条の６ 法第３２１条の７の７第１項又

は第３項（これらの規定を法第３２１条の７

の８第３項において読み替えて準用する場合

を含む。）の規定により特別徴収の方法によ

って徴収されないこととなった金額に相当す

る税額は、その特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった日以後において到来す

る第４２条第１項の納期がある場合において

はそのそれぞれの納期において、その日以後

に到来する同項の納期がない場合においては

直ちに、普通徴収の方法によって徴収するも

のとする。 

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第３２１

条の７の８第３項において読み替えて準用す

る場合を含む。）の規定により年金所得に係

る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴

収税額を特別徴収の方法によって徴収されな

いこととなった特別徴収対象年金所得者につ

いて、既に特別徴収義務者から市に納入され

た年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得

に係る仮特別徴収税額が当該特別徴収対象年

金所得者から徴収すべき年金所得に係る特別

徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額

を超える場合（徴収すべき年金所得に係る特

別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税

額がない場合を含む。）において当該特別徴

収対象年金所得者の未納に係る徴収金がある

ときは、当該過納又は誤納に係る税額は、法

第１７条の２の規定によってあああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ 

 日までの間に支払われる老齢等年金給付から

当該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収の

方法により 徴収する。  

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 特別徴収の方法により 徴収することと

した場合には当該年度において当該老齢等

年金給付の支払を受けないこととなると認

められる者 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して課

する個人の市民税のうち当該特別徴収対象年

金所得者の前年中の公的年金等に係る所得に

係る所得割額及び均等割額の合算額から年金

所得に係る特別徴収税額を控除した額を第 

 ４２条第１項の納期のうち当該年度の初日か

らその日の属する年の９月３０日までの間に

到来するものにおいて普通徴収の方法により

あ徴収する。 

 （年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収

税額への繰入れ） 

第４９条の６ 法第３２１条の７の７第１項又

は第３項（これらの規定を法第３２１条の７

の８第３項において読み替えて準用する場合

を含む。）の規定により特別徴収の方法によ

り 徴収されないこととなった金額に相当す

る税額は、その特別徴収の方法により 徴収

されないこととなった日以後において到来す

る第４２条第１項の納期がある場合にはああ

あそのそれぞれの納期において、その日以後

に到来する同項の納期がない場合にはあああ

直ちに、普通徴収の方法により 徴収するも

のとする。 

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第３２１

条の７の８第３項において読み替えて準用す

る場合を含む。）の規定により年金所得に係

る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴

収税額を特別徴収の方法により 徴収されな

いこととなった特別徴収対象年金所得者につ

いて、既に特別徴収義務者から市に納入され

た年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得

に係る仮特別徴収税額が当該特別徴収対象年

金所得者から徴収すべき年金所得に係る特別

徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額

を超える場合（徴収すべき年金所得に係る特

別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税

額がない場合を含む。）において当該特別徴

収対象年金所得者の未納に係る徴収金がある

ときは、当該過納又は誤納に係る税額は、法

第１７条の２の２第１項第２号に規定する市

町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条第

３項、第６項及び第７項の規定を適用するこ 
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 ああああああああああああああああああああ

あああああああ当該特別徴収対象年金所得者

の未納に係る徴収金に充当する。あああああ

ああああああああああああああ 

（法人の市民税の申告納付） 

第５０条 市民税を申告納付する義務がある法

人は、法第３２１条の８第１項、第２項、第

３１項、第３４項及び第３５項の規定による

申告書（第９項、第１０項及び第１２項にお

いて「納税申告書」という。）を、同条第１

項、第２項、第３１項及び第３５項の申告納

付にあってはそれぞれこれらの規定による納

期限までに、同条第３４項の申告納付にあっ

ては遅滞なく市長に提出し、及びその申告に

係る税金又は同条第１項後段及び第２項後段

の規定により提出があったものとみなされる

申告書に係る税金を施行規則第２２号の４様

式ああああああああああああによる納付書に

より納付しなければならない。 
２～４ ヽヽヽ（略） 

５ 法第３２１条の８第３４項に規定する申告

書（同条第３３項の規定による申告書を含

む。以下この項において同じ。）に係る税金

を納付する場合には、当該税金に係る同条第

１項、第２項又は第３１項の納期限（納期限

の延長があったときは、その延長された納期

限とする。第７項第１号において同じ。）の

翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、

当該税額に年１４．６パーセント（申告書を

提出した日（同条第３５項の規定の適用があ

る場合において、当該申告書がその提出期限

前に提出されたときは、当該提出期限）まで

の期間又はその期間の末日の翌日から１月を

経過する日までの期間については、年７．３

パーセント）の割合を乗じて計算した金額に

相当する延滞金額を加算して施行規則第２２

号の４様式ああああああああああああによる

納付書により納付しなければならない。 

６～１６ ヽヽヽ（略） 

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手

続） 

第５２条  法人の市民税の納税者は、法第 

 ３２１条の１２の規定に基づく納付の告知を

受けた場合には、当該不足税額を当該通知書

の指定する期限までに、施行規則第２２号の

４様式ああああああああああああによる納付

書により納付しなければならない。 

２ 前項の場合においては、その不足税額に法

第３２１条の８第１項、第２項又は第３１項

の納期限（同条第３５項の申告納付に係る法 

 とができるものとし、当該市町村徴収金関係

過誤納金により当該特別徴収対象年金所得者

の未納に係る徴収金を納付し、又は納入する

ことを委託したものとみなす。 

（法人の市民税の申告納付） 

第５０条 市民税を申告納付する義務がある法

人は、法第３２１条の８第１項、第２項、第

３１項、第３４項及び第３５項の規定による

申告書（第９項、第１０項及び第１２項にお

いて「納税申告書」という。）を、同条第１

項、第２項、第３１項及び第３５項の申告納

付にあってはそれぞれこれらの規定による納

期限までに、同条第３４項の申告納付にあっ

ては遅滞なく市長に提出し、及びその申告に

係る税金又は同条第１項後段及び第２項後段

の規定により提出があったものとみなされる

申告書に係る税金を施行規則第２２号の４様

式又は第２２号の４の２様式による納付書に

より納付しなければならない。 
２～４ ヽヽヽ（略） 

５ 法第３２１条の８第３４項に規定する申告

書（同条第３３項の規定による申告書を含

む。以下この項において同じ。）に係る税金

を納付する場合には、当該税金に係る同条第

１項、第２項又は第３１項の納期限（納期限

の延長があったときは、その延長された納期

限とする。第７項第１号において同じ。）の

翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、

当該税額に年１４．６パーセント（申告書を

提出した日（同条第３５項の規定の適用があ

る場合において、当該申告書がその提出期限

前に提出されたときは、当該提出期限）まで

の期間又はその期間の末日の翌日から１月を

経過する日までの期間については、年７．３

パーセント）の割合を乗じて計算した金額に

相当する延滞金額を加算して施行規則第２２

号の４様式又は第２２号の４の２様式による

納付書により納付しなければならない。 

６～１６ ヽヽヽ（略） 

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手

続） 

第５２条  法人の市民税の納税者は、法第 

 ３２１条の１２の規定に基づく納付の告知を

受けた場合には、当該不足税額を当該通知書

の指定する期限までに、施行規則第２２号の

４様式又は第２２号の４の２様式による納付

書により納付しなければならない。 

２ 前項の場合には   、その不足税額に法

第３２１条の８第１項、第２項又は第３１項

の納期限（同条第３５項の申告納付に係る法 
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 人税割に係る不足税額がある場合には、同条

第１項又は第２項の納期限とし、納期限の延

長があった場合には、その延長された納期限

とする。第４項第１号において同じ。）の翌

日から納付の日までの期間の日数に応じ、年

１４．６パーセント（前項の納期限までの期

間又は当該納期限の翌日から１月を経過する

日までの期間については年７．３パーセン

ト）の割合を乗じて計算した金額に相当する

延滞金額を加算して納付しなければならな

い。 

３及び４ ヽヽヽ（略） 

（種別割の税率） 

第８０条 次の各号に掲げる軽自動車等に対し

て課する種別割の税率は、１台につき 、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 原動機付自転車 

  ア～ウ ヽヽヽ（略） 

  エ ３輪以上のもの（車室を備えず、か

つ、輪距（２以上の輪距を有するものに

あっては、その輪距のうち最大のもの）

が０．５メートル以下であるもの及び側

面が構造上開放されている車室を備え、

かつ、輪距が０．５メートル以下の３輪

のものあああああああああああああああ

ああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああ

ああああを除く。）で、総排気量が 

   ０．０２リットルを超えるもの又は定格

出力が０．２５キロワットを超えるもの

あ年額３，７００円 

⑵及び⑶ ヽヽヽ（略） 

（たばこ税の申告納付の手続） 

第９４条 前条の規定によってたばこ税を申告

納付すべき者（以下この節において「申告納

税者」という。）は、毎月末日までに、前月

の初日から末日までの間における売渡し等に

係る製造たばこの品目ごとの課税標準たる本

数の合計数（以下この節において「課税標準

数量」という。）及び当該課税標準数量に対

するたばこ税額、第９２条第１項の規定によ

り免除を受けようとする場合にあっては同項

の適用を受けようとする製造たばこに係るた

ばこ税額並びに次条第１項の規定により控除

を受けようとする場合にあっては同項の適用

を受けようとするたばこ税額その他必要な事

項を記載した施行規則第３４号の２様式によ

る申告書を市長に提出し、及びその申告に係

る税金を施行規則第３４号の２の５様式ああ

ああああああああああああによる納付書によ 

 人税割に係る不足税額がある場合には、同条

第１項又は第２項の納期限とし、納期限の延

長があった場合には、その延長された納期限

とする。第４項第１号において同じ。）の翌

日から納付の日までの期間の日数に応じ、年

１４．６パーセント（前項の納期限までの期

間又は当該納期限の翌日から１月を経過する

日までの期間については年７．３パーセン

ト）の割合を乗じて計算した金額に相当する

延滞金額を加算して納付しなければならな

い。 

３及び４ ヽヽヽ（略） 

（種別割の税率） 

第８０条 次の各号に掲げる軽自動車等に対し

て課する種別割の税率は、１台について、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 原動機付自転車 

  ア～ウ ヽヽヽ（略） 

  エ ３輪以上のもの（車室を備えず、か

つ、輪距（２以上の輪距を有するものに

あっては、その輪距のうち最大のもの）

が０．５メートル以下であるもの、 側

面が構造上開放されている車室を備え、

かつ、輪距が０．５メートル以下の３輪

のもの及び道路運送車両の保安基準（昭

和２６年運輸省第６７号）第１条第１項

第１３号の６に規定する特定小型原動機

付自転車を除く。）で、総排気量が 

   ０．０２リットルを超えるもの又は定格

出力が０．２５キロワットを超えるもの

あ年額３，７００円 

⑵及び⑶ ヽヽヽ（略） 

（たばこ税の申告納付の手続） 

第９４条 前条の規定によってたばこ税を申告

納付すべき者（以下この節において「申告納

税者」という。）は、毎月末日までに、前月

の初日から末日までの間における売渡し等に

係る製造たばこの品目ごとの課税標準たる本

数の合計数（以下この節において「課税標準

数量」という。）及び当該課税標準数量に対

するたばこ税額、第９２条第１項の規定によ

り免除を受けようとする場合にあっては同項

の適用を受けようとする製造たばこに係るた

ばこ税額並びに次条第１項の規定により控除

を受けようとする場合にあっては同項の適用

を受けようとするたばこ税額その他必要な事

項を記載した施行規則第３４号の２様式によ

る申告書を市長に提出し、及びその申告に係

る税金を施行規則第３４号の２の５様式又は

第３４号の２の５の２様式による納付書によ 
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 って納付しなければならない。この場合にお

いて、当該申告書には、第９２条第３項に規

定する書類及び次条第１項の返還に係る製造

たばこの品目ごとの数量についての明細を記

載した施行規則第１６号の５様式による書類

を添付しなければならない。 

２～４ ヽヽヽ（略） 

５ 前項の修正申告書に係る税金を納付する場

合には、当該税金に係る第１項又は第２項の

納期限（納期限の延長があったときは、その

延長された納期限。第９７条第２項において

同じ。）の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、当該税額に年１４．６パーセント

（修正申告書を提出した日までの期間又はそ

の日の翌日から１月を経過する日までの期間

については、年７．３パーセント）の割合を

乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加

算して、施行規則第３４号の２の５様式又は

第３４条の２の５の２様式による納付書によ

って納付しなければならない。 

（たばこ税に係る不足税額等の納付手続） 

第９７条  たばこ税の納税義務者は、法第 

 ４８１条、第４８３条又は第４８４条の規定

に基づく納付の告知を受けた場合には、当該

不足税額又は過少申告加算金額、不申告加算

金額若しくは重加算金額を、当該通知書の指

定する期限までに、施行規則第３４号の２の

５様式又は第３４条の２の５の２様式による

納付書によって納付しなければならない。 

２ ヽヽヽ（略） 

附 則 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税

の課税の特例） 

第８条 昭和５７年度から令和６年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第６条

第４項に規定する場合において、第３８条の

２第１項の規定による申告書（その提出期限

後において市民税の納税通知書が送達される

時までに提出されたもの及びその時までに提

出された第３８条の３第１項の確定申告書を

含む。次項において同じ。）に肉用牛の売却

に係る租税特別措置法第２５条第１項に規定

する事業所得の明細に関する事項の記載があ

るとき（これらの申告書にその記載がないこ

とについてやむを得ない理由があると市長が

認めるときを含む。次項において同じ。）

は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額

を免除する。 

２及び３ ヽヽヽ（略） 
（読替規定） 

 って納付しなければならない。この場合にお

いて、当該申告書には、第９２条第３項に規

定する書類及び次条第１項の返還に係る製造

たばこの品目ごとの数量についての明細を記

載した施行規則第１６号の５様式による書類

を添付しなければならない。 

２～４ ヽヽヽ（略） 
５ 前項の修正申告書に係る税金を納付する場

合には、当該税金に係る第１項又は第２項の

納期限（納期限の延長があったときは、その

延長された納期限。第９７条第２項において

同じ。）の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、当該税額に年１４．６パーセント

（修正申告書を提出した日までの期間又はそ

の日の翌日から１月を経過する日までの期間

については、年７．３パーセント）の割合を

乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加

算して、施行規則第３４号の２の５様式又は

第３４号の２の５の２様式による納付書によ

って納付しなければならない。 

（たばこ税に係る不足税額等の納付手続） 

第９７条  たばこ税の納税義務者は、法第 

 ４８１条、第４８３条又は第４８４条の規定

に基づく納付の告知を受けた場合には、当該

不足税額又は過少申告加算金額、不申告加算

金額若しくは重加算金額を、当該通知書の指

定する期限までに、施行規則第３４号の２の

５様式又は第３４号の２の５の２様式による

納付書によって納付しなければならない。 

２ ヽヽヽ（略） 

附 則 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税

の課税の特例） 

第８条 昭和５７年度から令和９年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第６条

第４項に規定する場合において、第３８条の

２第１項の規定による申告書（その提出期限

後において市民税の納税通知書が送達される

時までに提出されたもの及びその時までに提

出された第３８条の３第１項の確定申告書を

含む。次項において同じ。）に肉用牛の売却

に係る租税特別措置法第２５条第１項に規定

する事業所得の明細に関する事項の記載があ

るとき（これらの申告書にその記載がないこ

とについてやむを得ない理由があると市長が

認めるときを含む。次項において同じ。）

は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額

を免除する。 

２及び３ ヽヽヽ（略） 
（読替規定） 
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第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の

２まで、第６３条又は第６４条の規定の適用

がある各年度分の固定資産税に限り、第６２

条第８項中「又は第３４９条の３の４から第

３４９条の５まで」とあるのは、「若しくは

第３４９条の３の４から第３４９条の５まで

又は附則第１５条から第１５条の３の２ま

で、第６３条若しくは第６４条」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定

める割合） 

第１０条の２ ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 法附則第１５条第１５項に規定する市町村

の条例で定める割合は、５分の３（都市再生

特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２

条第５項に規定する特定都市再生緊急整備地

域における法附則第１５条第１５項に規定す

る市町村の条例で定める割合は、２分の１）

とする。 

４ 法附則第１５条第２２項に規定する市町村

の条例で定める割合は、２分の１とする。 

５ 法附則第１５条第２３項第１号に規定する

市町村の条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

６ 法附則第１５条第２３項第２号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

７ 法附則第１５条第２３項第３号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

８ 法附則第１５条第２４項第１号に規定する

市町村の条例で定める割合は、３分の２とす

る 

９ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する

市村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

１０ 法附則第１５条第２６項第１号イに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２６項第１号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２６項第１号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２６項第１号ニに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第２６項第２号イに規定

する設備について同号に規定する市町村の条 

第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の

２まで又は第６３条     の規定の適用

がある各年度分の固定資産税に限り、第６２

条第８項中「又は第３４９条の３の４から第

３４９条の５まで」とあるのは、「若しくは

第３４９条の３の４から第３４９条の５まで

又は附則第１５条から第１５条の３の２ま 

 で若しくは第６３条     」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定

める割合） 

第１０条の２ ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 法附則第１５条第１４項に規定する市町村

の条例で定める割合は、５分の３（都市再生

特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２

条第５項に規定する特定都市再生緊急整備地

域における法附則第１５条第１５項に規定す

る市町村の条例で定める割合は、２分の１）

とする。 

４ 法附則第１５条第２１項に規定する市町村

の条例で定める割合は、２分の１とする。 

５ 法附則第１５条第２２項第１号に規定する

市町村の条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

６ 法附則第１５条第２２項第２号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

７ 法附則第１５条第２２項第３号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

８ 法附則第１５条第２３項第１号に規定する

市町村の条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

９ 法附則第１５条第２３項第２号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

１０ 法附則第１５条第２５項第１号イに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２５項第１号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２５項第１号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２５項第１号ニに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第２５項第２号イに規定

する設備について同号に規定する市町村の条 
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 例で定める割合は、４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２６項第２号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２６項第２号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。 
１７ 法附則第１５条第２６項第３号イに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２６項第３号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２６項第３号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第２９項に規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

２１ 法附則第１５条第３３項に規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

２２ 法附則第１５条第３４項に規定する市町

村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

２３ 法附則第１５条第３９項に規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

２４ 法附則第１５条第４３項に規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の１とする。 

２５ 法附則第１５条第４４項に規定する市町

村の条例で定める割合は４分の３とする。 

２６ ヽヽヽ（略） 

２７ 法附則第６４条に規定する市町村の条例

で定める割合は、零とする。あああああああ

ああああ 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規

定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第１０条の３ ヽヽヽ（略） 

２～１１ ヽヽヽ（略） 

 
 

 例で定める割合は、４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２５項第２号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２５項第２号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。 
１７ 法附則第１５条第２５項第３号イに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第２８項に規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

２１ 法附則第１５条第３２項に規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

２２ 法附則第１５条第３３項に規定する市町

村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

２３ 法附則第１５条第３８項に規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

２４ 法附則第１５条第４２項に規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の１とする。 

２５ 法附則第１５条第４３項に規定する市町

村の条例で定める割合は４分の３とする。 

２６ ヽヽヽ（略） 

２７ 法附則第１５条の９の３第１項に規定す

る市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規

定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第１０条の３ ヽヽヽ（略） 

２～１１ ヽヽヽ（略） 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定す

る特定マンションに係る区分所有に係る家屋

について、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該特定マンションに係る同項に規

定する工事が完了した日から３月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第７条第１６項各号に掲げる書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番

号を有しないものにあっては、住所及び氏

名又は名称） 

 ⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

 ⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 
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１２ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準

適合家屋について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係

る耐震改修が完了した日から３月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第７条第１３項に規定する補助に係る補助

金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促

進に関する法律（平成７年法律第１２３号）

第７条又は附則第３条第１項の規定による報

告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附則

第１２条第１９項に規定する基準を満たすこ

とを証する書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

⑴～⑷ ヽヽヽ（略） 

⑸ 施行規則附則第７条第１３項に規定する

補助の算定の基礎となった当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修に要した費用 

⑹ ヽヽヽ（略） 

１３ ヽヽヽ（略） 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同

条第４項又は第５項において準用する場合を

含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家

用のものに限る。以下この条において同

じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車

の取得が令和元年１０月１日から令和３年１

２月３１日までの間（附則第１５条の６第３

項において「特定期間」という。）に行われ

たときに限り、第７８条第１項の規定にかか

わらず、軽自動車税の環境性能割を課さな

い。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

第１５条の２の２ ヽヽヽ（略） 

２及び３ ヽヽヽ（略） 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付

すべき軽自動車税の環境性能割の額は、同項

の不足額に、これに１００分の１０の割合を

乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第１５条の６ ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用

のものに対する第７９条の５（第２号に係る

部分に限る。）及び前項の規定の適用につい

ては、当該軽自動車の取得が特定期間に行わ 

⑷ 当該工事が完了した年月日 

⑸ 当該工事が完了した日から３月を経過し

た後に申告書を提出する場合には、３月以

内に提出することができなかった理由 

１３ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準

適合家屋について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係

る耐震改修が完了した日から３月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第７条第１７項に規定する補助に係る補助

金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促

進に関する法律（平成７年法律第１２３号）

第７条又は附則第３条第１項の規定による報

告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附則

第１２条第１９項に規定する基準を満たすこ

とを証する書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

⑴～⑷ ヽヽヽ（略） 

⑸ 施行規則附則第７条第１７項に規定する

補助の算定の基礎となった当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修に要した費用 

⑹ ヽヽヽ（略） 

１４ ヽヽヽ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

第１５条の２   ヽヽヽ（略） 

２及び３ ヽヽヽ（略） 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付

すべき軽自動車税の環境性能割の額は、同項

の不足額に、これに１００分の３５の割合を

乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第１５条の６ ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 
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 れたときに限り、これらの規定中「１００分

の２」とあるのは、「１００分の１」とす

る。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する３

輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車が最

初の法第４４４条第３項に規定する車両番号

の指定（次項から第８項までにおいて「初回

車両番号指定」という。）を受けた月から起

算して１４年を経過した月の属する年度以後

の年度分の軽自動車税の種別割に係る第８０

条の規定の適用については、当分の間、次の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

□□□□□□□□～（略）～□□□□□□□□ 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に

掲げる３輪以上の軽自動車に対する第８０条

の規定の適用については、当該軽自動車が令

和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和３年度分あああああああああああああああ

ああああああの軽自動車税の種別割に限り、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

□□□□□□□□～（略）～□□□□□□□□ 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に

掲げる法第４４６条第１項第３号に規定する

ガソリン軽自動車（以下この条において「ガ

ソリン軽自動車」という。）のうち３輪以上

のものに対する第８０条の規定の適用につい

ては、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月

１日から令和３年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和３年度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ２，０００円 

第２号ア（ウ）

ａ 

６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

第２号ア（ウ）

ｂ 

３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に

掲げるガソリン軽自動車のうち３輪以上のも

の（前項の規定の適用を受けるものを除

く。）に対する第８０条の規定の適用につい 

 

 

 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する３

輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車が最

初の法第４４４条第３項に規定する車両番号

の指定（次項から第４項までにおいて「初回

車両番号指定」という。）を受けた月から起

算して１４年を経過した月の属する年度以後

の年度分の軽自動車税の種別割に係る第８０

条の規定の適用については、当分の間、次の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

□□□□□□□□～（略）～□□□□□□□□ 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に

掲げる３輪以上の軽自動車に対する第８０条

の規定の適用については、当該軽自動車が令

和４年４月１日から令和８年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には、

当該初回車両番号指定を受けた日の属する年

度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

□□□□□□□□～（略）～□□□□□□□□ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３－１６ 

ては、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月

１日から令和３年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和３年度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円 

第２号ア（ウ）

ａ 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

第２号ア（ウ）

ｂ 

３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に

掲げる３輪以上の軽自動車のうち、自家用の

乗用のものに対する第８０条の規定の適用に

ついては、当該軽自動車が令和３年４月１日

から令和４年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽

自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令

和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第

２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に

掲げる３輪以上の軽自動車（自家用の乗用の

ものを除く。）に対する第８０条の規定の適

用については、当該軽自動車が令和３年４月

１日から令和４年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和４年度分

の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車

が令和４年４月１日から令和５年３月３１日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和５年度分の軽自動車税の種別割に限

り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受け

る３輪以上のガソリン軽自動車ああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

（営業用の乗用のものに限る。）に対する第

８０条の規定の適用については、当該ガソリ

ン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種

別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４ 

 

 

 

 

 

 

 

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円 

第２号ア（ウ）

ａ 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

第２号ア（ウ）

ｂ 

３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 法附則第３０条第３項の規定の適用を受け

る３輪以上の法第４４６条第１項第３号に規

定するガソリン軽自動車（以下この項及び次

項において「ガソリン軽自動車」という。）

（営業用の乗用のものに限る。）に対する第

８０条の規定の適用については、当該ガソリ

ン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種

別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４ 



３－１７ 

年４月１日から令和５年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和５

年度分あああああああああああああああああ

あああの軽自動車税の種別割に限り、第３項

の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句あああああああああああああああああ

ああとする。 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受け

る３輪以上のガソリン軽自動車（前項の規定

の適用を受けるものを除き、営業用の乗用の

ものに限る。）に対する第８０条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が令和

３年４月１日から令和４年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該

ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令

和５年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和５年度分あああああ

あああああああああああああああの軽自動車

税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げ

る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句あああああ

あああああああああああああとする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の

賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条

第２項から第８項までの規定の適用を受ける

３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判

断をするときは、国土交通大臣の認定等（法

附則第３０条の２第１項に規定する国土交通

大臣の認定等をいう。次項において同じ。）

に基づき当該判断をするものとする。 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付

すべき軽自動車税の種別割の額は、同項の不

足額に、これに１００分の１０の割合を乗じ

て計算した金額を加算した金額とする。 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡

した場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税

の特例） 

第１７条の２ 昭和６３年度から令和５年度ま

での各年度分の個人の市民税に限り、所得割

の納税義務者が前年中に前条第１項に規定す

る譲渡所得の基因となる土地等（租税特別措

置法第３１条第１項に規定する土地等をい

う。以下この条において同じ。）の譲渡（同

項に規定する譲渡をいう。以下この条におい

て同じ。）をした場合において、当該譲渡が

優良住宅地等のための譲渡（法附則第３４条 

年４月１日から令和８年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には当該初

回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌

年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条第

２号ア（イ）中「３，９００円」とあるのは

「２，０００円」と、同号ア（ウ）ａ中

「６，９００円」とあるのは「３，５００

円」とする。 

４ 法附則第３０条第４項の規定の適用を受け

る３輪以上のガソリン軽自動車（前項の規定

の適用を受けるものを除き、営業用の乗用の

ものに限る。）に対する第８０条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が令和

３年４月１日から令和４年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該

ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令

和７年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には当該初回車両番号指定を

受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車

税の種別割に限り、同条第２号ア（イ）中

「３，９００円」とあるのは「３，０００

円」と、同号ア（ウ）ａ中「６，９００円」

とあるのは「５，２００円」とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の

賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条

第２項から第４項までの規定の適用を受ける

３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判

断をするときは、国土交通大臣の認定等（法

附則第３０条の２第１項に規定する国土交通

大臣の認定等をいう。次項において同じ。）

に基づき当該判断をするものとする。 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付

すべき軽自動車税の種別割の額は、同項の不

足額に、これに１００分の３５の割合を乗じ

て計算した金額を加算した金額とする。 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡

した場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税

の特例） 

第１７条の２ 昭和６３年度から令和８年度ま

での各年度分の個人の市民税に限り、所得割

の納税義務者が前年中に前条第１項に規定す

る譲渡所得の基因となる土地等（租税特別措

置法第３１条第１項に規定する土地等をい

う。以下この条において同じ。）の譲渡（同

項に規定する譲渡をいう。以下この条におい

て同じ。）をした場合において、当該譲渡が

優良住宅地等のための譲渡（法附則第３４条 
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の２第１項に規定する優良住宅地等のための

譲渡をいう。）に該当するときにおける前条

第１項に規定する譲渡所得（次条の規定の適

用を受ける譲渡所得を除く。次項において同

じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対して

課する市民税の所得割の額は、前条第１項の

規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める金額に相当す

る額とする。 

⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和５年

度までの各年度分の個人の市民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規

定する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡を

した場合において、当該譲渡が確定優良住宅

地等予定地のための譲渡（法附則第３４条の

２第５項に規定する確定優良住宅地等予定地

のための譲渡をいう。以下この項において同

じ。）に該当するときにおける前条第１項に

規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金

額に対して課する市民税の所得割について準

用する。この場合において、当該譲渡が法附

則第３４条の２第１０項の規定に該当するこ

ととなるときは、当該譲渡は確定優良住宅地

等予定地のための譲渡ではなかったものとみ

なす。 

３ ヽヽヽ（略） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金

税額控除の特例） 

第２５条 所得割の納税義務者が、新型コロナ

ウイルス感染症等の影響に対応するための国

税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２

年法律第２５号。次条において「新型コロナ

ウイルス感染症特例法」という。）第５条第

４項に規定する指定行事のうち、市長が指定

するものの中止若しくは延期又はその規模の

縮小により生じた当該指定行事の入場料金、

参加料金その他の対価の払戻しを請求する権

利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定

する指定期間内にした場合には、当該納税義

務者がその放棄をした日の属する年中に法附

則第６０条第４項に規定する市町村放棄払戻

請求権相当額の法第３１４条の７第１項第３

号に掲げる寄附金を支出したものとみなし

て、第３５条の６の規定を適用する。 

の２第１項に規定する優良住宅地等のための

譲渡をいう。）に該当するときにおける前条

第１項に規定する譲渡所得（次条の規定の適

用を受ける譲渡所得を除く。次項において同

じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対して

課する市民税の所得割の額は、前条第１項の

規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める金額に相当す

る額とする。 

⑴及び⑵ ヽヽヽ（略） 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和８年

度までの各年度分の個人の市民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規

定する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡を

した場合において、当該譲渡が確定優良住宅

地等予定地のための譲渡（法附則第３４条の

２第５項に規定する確定優良住宅地等予定地

のための譲渡をいう。以下この項において同

じ。）に該当するときにおける前条第１項に

規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金

額に対して課する市民税の所得割について準

用する。この場合において、当該譲渡が法附

則第３４条の２第１０項の規定に該当するこ

ととなるときは、当該譲渡は確定優良住宅地

等予定地のための譲渡ではなかったものとみ

なす。 

３ ヽヽヽ（略） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金

税額控除の特例） 

第２５条 所得割の納税義務者が、新型コロナ

ウイルス感染症等の影響に対応するための国

税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２

年法律第２５号。次条において「新型コロナ

ウイルス感染症特例法」という。）第５条第

４項に規定する指定行事のうち、市長が指定

するものの中止若しくは延期又はその規模の

縮小により生じた当該指定行事の入場料金、

参加料金その他の対価の払戻しを請求する権

利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定

する指定期間内にした場合には、当該納税義

務者がその放棄をした日の属する年中に法附

則第６０条第４項に規定する市町村放棄払戻

請求権相当額の法第３１４条の７第１項第３

号に掲げる寄附金を支出したものとみなし

て、第３５条の６の規定を適用する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 
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第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第８０条第１号エの改正規定及び附則第４条第１項の規定（この条例による改

正後の市税条例（以下「新条例」という。）附則第１６条の２第３項に係る部分

を除く。） 令和５年７月１日 

 ⑵ 第３６条の２第２項並びに第４０条の見出し及び同条第１項の改正規定、同条

に１項を加える改正規定並びに第４３条、第４６条、第４９条、第４９条の２及

び第４９条の６の改正規定並びに附則第１５条の２の２の改正規定（同条第４項

中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める部分に限る。）及び附則第

１６条の２第３項の改正規定並びに次条第１項並びに附則第４条第１項（新条例

附則第１６条の２第３項に係る部分に限る。）及び第３項の規定 令和６年１月

１日 

 ⑶ 第３８条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の市税条例の規定中個人の市民税に関

する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年度

分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３８条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受ける

べき市税条例第３８条の３の２第１項に規定する給与（以下この項において「給与」

という。）について提出する同項の規定による申告書について適用し、同日前に支

払を受けるべき給与について提出した同項の規定による申告書については、なお従

前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 次項に定めるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和

５年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和４年度分までの固定資産税

については、なお従前の例による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において「適

用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）

附則第１条第４号に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」
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という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をし

た同条に規定する特例対象資産（以下この項において「特例対象資産」という。）

（中小事業者等が、同条に規定するリース取引（以下この項において「リース取

引」という。）に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う

者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産

を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資産

を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例第８０条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和６年度

以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車

税の種別割については、なお従前の例による。 

２ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得されたこの条例に

よる改正前の市税条例附則第１５条の２及び第１５条の６第３項に規定する三輪以

上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例に

よる。 

３ 新条例附則第１５条の２の２第４項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の

施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境

性能割について適用し、同日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽

自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に

ついて適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例

による。 
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議案第４号 

   陸前高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決処分について 

 陸前高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（令和５年条例第１０号）

を、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、同条第３項の規定により、議会の承認を求める。 

  令和５年６月１６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  
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陸前高田市専決第３号 

 

専  決  処  分  書 

 陸前高田市国民健康保険税条例について、地方税法施行令の一部を改正する政令の

公布に伴い、所要の改正をしなければならないが、同条例の施行上急施を要し、議会

を招集して議決を求める暇がないので、地方自治法第１７９条第１項の規定により、

陸前高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分する。 

  令和５年３月３１日 

陸前高田市長 佐々木   拓  
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   陸前高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 

陸前高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第９号）の一部を次のように改正

する。 

改  正  前 改  正  後 
 

（課税額） 

第２条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）

及びその世帯に属する被保険者につき算定し

た所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が２０万円を超える場合においては、後

期高齢者支援金等課税額は２０万円とする。 

４ ヽヽヽ（略） 

（特例対象被保険者等に係る申告） 

第２５条の２ 保険税の納税義務者である世帯

主又はその世帯に属する国民健康保険の被保

険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象

被保険者等（法第７０３条の５の２第２項に

規定する特例対象被保険者等をいう。第２６

条の２第１項において同じ。）である場合に

は、当該納税義務者は、離職理由その他の事

項で市長が必要と認める事項を記載した申告

書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申告書の提出に当たり、当該納税義

務者は、雇用保険受給資格者証（雇用保険法

施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第 

 １７条の２第１項第１号に規定するものをい

う。）その他の特例対象被保険者等であるこ

との事実を証明する書類       の提

示を求められた場合には、これらを提示しな

ければならない。 

（減額） 

第２６条 次の各号のいずれかに掲げる保険税

の納税義務者に対して課する保険税の額は、

第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイ

に掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が６５万円を超える場合には、６５万

円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等

課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得

た額（当該減額して得た額が２０万円を超え

る場合には、２０万円）並びに同条第４項本

文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる 

 
（課税額） 

第２条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）

及びその世帯に属する被保険者につき算定し

た所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が２２万円を超える場合においては、後

期高齢者支援金等課税額は２２万円とする。 

４ ヽヽヽ（略） 

（特例対象被保険者等に係る申告） 

第２５条の２ 保険税の納税義務者である世帯

主又はその世帯に属する国民健康保険の被保

険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象

被保険者等（法第７０３条の５の２第２項に

規定する特例対象被保険者等をいう。第２６

条の２第１項において同じ。）である場合に

は、当該納税義務者は、離職理由その他の事

項で市長が必要と認める事項を記載した申告

書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申告書の提出に当たり、当該納税義

務者は、雇用保険受給資格者証（雇用保険法

施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第 

 １７条の２第１項第１号に規定するものをい

う。）又は雇用保険受給資格通知（同令第 

 １９条第３項に規定するものをいう。）の提

示を求められた場合には、これらを提示しな

ければならない。 

（減額） 

第２６条 次の各号のいずれかに掲げる保険税

の納税義務者に対して課する保険税の額は、

第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイ

に掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が６５万円を超える場合には、６５万

円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等

課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得

た額（当該減額して得た額が２２万円を超え

る場合には、２２万円）並びに同条第４項本

文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる 
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 額を減額して得た額（当該減額して得た額が

１７万円を超える場合には、１７万円）の合

算額とする。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 法第７０３条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、４３

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の

場合にあっては、４３万円に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人につき２８万

５，０００円を加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者（前号に該当する者を

除く。） 

ああア～カ ヽヽヽ（略） 

あ⑶ 法第７０３条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、４３

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の

場合にあっては、４３万円に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人につき５２万

円あああああを加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者（前２号に該当する者

を除く。） 

ア～カ ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

附 則 

１～３ ヽヽヽ（略） 

あ（公的年金等に係る所得に係る保険税の課税

の特例） 

４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項

に規定する公的年金等に係る所得について同

条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢

６５歳以上である者に係るものに限る。）の

控除を受けた場合における第２６条第１項の

規定の適用については、同条中   「法第

７０３条の５第１項に規定する総所得金額及

び山林所得金額」とあるのは「法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額（所得税法

第３５条第３項に規定する公的年金等に係る

所得については、同条第２項第１号の規定に

よって計算した金額から１５万円を控除した

金額によるものとする。）及び山林所得金

 額を減額して得た額（当該減額して得た額が

１７万円を超える場合には、１７万円）の合

算額とする。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 法第７０３条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、４３

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の

場合にあっては、４３万円に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人につき２９万

円あああああを加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者（前号に該当する者を

除く。） 

ああア～カ ヽヽヽ（略） 

あ⑶ 法第７０３条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、４３

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の

場合にあっては、４３万円に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人につき５３万

５，０００円を加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者（前２号に該当する者

を除く。） 

ア～カ ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

附 則 

１～３ ヽヽヽ（略） 

あ（公的年金等に係る所得に係る保険税の課税

の特例） 

４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項

に規定する公的年金等に係る所得について同

条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢

６５歳以上である者に係るものに限る。）の

控除を受けた場合における第２６条   の

規定の適用については、同条第１項中「法第

７０３条の５第１項に規定する総所得金額及

び山林所得金額」とあるのは「法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額（所得税法

第３５条第３項に規定する公的年金等に係る

所得については、同条第２項第１号の規定に

よって計算した金額から１５万円を控除した

金額によるものとする。）及び山林所得金
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額」と、「１１０万円」とあるのは「１２５

万円」とする。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る保険税

の課税の特例） 

５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３３条の２第５項の配当所得等を有す

る場合における第３条、第６条、第９条及び

第２６条第１項の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第３３条

の２第５項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額」と、「同条第２項」とあるの

は「法第３１４条の２第２項」と、同条第２

項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は法附則第３３条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当所得等

の金額」と、第２６条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第３３条の２第５項に規定する上場

株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合

における第３条、第６条、第９条及び第２６

条第１項の規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額の合計額から、同

条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３４条第４項に規定する長期譲

渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは

第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１

項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、

第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又

は第３６条の規定に該当する場合には、これ

らの規定の適用により同法第３１条第１項に

規定する長期譲渡所得の金額から控除する金

額を控除した金額。以下この項において「控

除後の長期譲渡所得の金額」という。）の合

計額から法第３１４条の２第２項」と、「及

び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及

び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得

の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第３４条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額」と、第２６条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定

する長期譲渡所得の金額」とする。 

額」と、「１１０万円」とあるのは「１２５

万円」とする。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る保険税

の課税の特例） 

５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３３条の２第５項の配当所得等を有す

る場合における第３条、第６条、第９条及び

第２６条第１項の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第３３条

の２第５項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額」と、「同条第２項」とあるの

は「法第３１４条の２第２項」と、同条第２

項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は法附則第３３条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当所得等

の金額」と、第２６条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第３３条の２第５項に規定する上場

株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合

における第３条、第６条、第９条及び第２６

条第１項の規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額の合計額から、同

条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３４条第４項に規定する長期譲

渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは

第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１

項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、

第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又

は第３６条の規定に該当する場合には、これ

らの規定の適用により同法第３１条第１項に

規定する長期譲渡所得の金額から控除する金

額を控除した金額。以下この項において「控

除後の長期譲渡所得の金額」という。）の合

計額から法第３１４条の２第２項」と、「及

び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及

び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得

の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第３４条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額」と、第２６条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定

する長期譲渡所得の金額」とする。 
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７ ヽヽヽ（略） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る保険税

の課税の特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の２第５項の一般株式等に係る

譲渡所得等を有する場合における第３条、第

６条、第９条及び第２６条第１項の規定の適

用については、第３条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第３５条の２第５項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条

第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２

項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附

則第３５条の２第５項に規定する一般株式等

に係る譲渡所得等の金額」と、第２６条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５

項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の

金額」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る保険税

の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の２の２第５項の上場株式等に

係る譲渡所得等を有する場合における第３

条、第６条、第９条及び第２６条第１項の規

定の適用については、第３条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４

条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第３５条の２の２第５項に規定

する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、第２６条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３５条の２の２第５項に規定する上場株式

等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る保険税の課

税の特例） 

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

法附則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡

所得又は雑所得を有する場合における第３

条、第６条、第９条及び第２６条第１項の規

定の適用については、第３条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

７ ヽヽヽ（略） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る保険税

の課税の特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の２第５項の一般株式等に係る

譲渡所得等を有する場合における第３条、第

６条、第９条及び第２６条   の規定の適

用については、第３条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第３５条の２第５項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条

第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２

項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附

則第３５条の２第５項に規定する一般株式等

に係る譲渡所得等の金額」と、第２６条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５

項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の

金額」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る保険税

の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法

附則第３５条の２の２第５項の上場株式等に

係る譲渡所得等を有する場合における第３

条、第６条、第９条及び第２６条   の規

定の適用については、第３条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４

条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第３５条の２の２第５項に規定

する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、第２６条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３５条の２の２第５項に規定する上場株式

等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る保険税の課

税の特例） 

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

法附則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡

所得又は雑所得を有する場合における第３

条、第６条、第９条及び第２６条   の規

定の適用については、第３条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金
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額並びに法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同

条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第

２項」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は

法附則第３５条の４第４項に規定する先物取

引に係る雑所得等の金額」と、第２６条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る保険

税の課税の特例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

法附則第３３条の３第５項の事業所得又は雑

所得を有する場合における第３条、第６条、

第９条及び第２６条第１項の規定の適用につ

いては、第３条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３３条の３第５項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額」と、「同条第２項」

とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、

同条第２項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第３３

条の３第５項に規定する土地等に係る事業所

得等の金額」と、第２６条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第３３条の３第５項に規定する

土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

１２及び１３ ヽヽヽ（略） 

 （条約適用利子等に係る保険税の課税の特

例） 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律（昭和 

 ４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施

特例法」という。）第３条の２の２第１０項

に規定する条約適用利子等に係る利子所得、

配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第９条

及び第２６条第１項の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額の合

計額から、同条第２項」とあるのは「及び山

林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所

得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関

する法律（昭和４４年法律第４６号。以下

「租税条約等実施特例法」という。）第３条

の２の２第１０項に規定する条約適用利子等

額並びに法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同

条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第

２項」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は

法附則第３５条の４第４項に規定する先物取

引に係る雑所得等の金額」と、第２６条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る保険

税の課税の特例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

法附則第３３条の３第５項の事業所得又は雑

所得を有する場合における第３条、第６条、

第９条及び第２６条   の規定の適用につ

いては、第３条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３３条の３第５項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額」と、「同条第２項」

とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、

同条第２項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第３３

条の３第５項に規定する土地等に係る事業所

得等の金額」と、第２６条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第３３条の３第５項に規定する

土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

１２及び１３ ヽヽヽ（略） 

 （条約適用利子等に係る保険税の課税の特

例） 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律（昭和 

 ４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施

特例法」という。）第３条の２の２第１０項

に規定する条約適用利子等に係る利子所得、

配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第９条

及び第２６条   の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額の合

計額から、同条第２項」とあるのは「及び山

林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所

得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関

する法律（昭和４４年法律第４６号。以下

「租税条約等実施特例法」という。）第３条

の２の２第１０項に規定する条約適用利子等
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の額の合計額から法第３１４条の２第２項」

と、「及び山林所得金額の合計額（」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等実

施特例法第３条の２の２第１０項に規定する

条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例

法第３条の２の２第１０項に規定する条約適

用利子等の額」と、第２６条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１０項に規定する条約適用利子等の額」

とする。 

 （条約適用配当等に係る保険税の課税の特

例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２

項に規定する条約適用配当等に係る利子所

得、配当所得及び雑所得を有する場合におけ

る第３条、第６条、第９条及び第２６条第１

項の規定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から、同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４

年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例

法」という。）第３条の２の２第１２項に規

定する条約適用配当等の額の合計額から法第

３１４条の２第２項」と、「及び山林所得金

額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１２項に規定する条約適用配当等の額の

合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は租税条約等実施特例法第３条の２の２第 

 １２項に規定する条約適用配当等の額」と、

第２６条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等

実施特例法第３条の２の２第１２項に規定す

る条約適用配当等の額」とする。 

１６～１９ ヽヽヽ（略） 

の額の合計額から法第３１４条の２第２項」

と、「及び山林所得金額の合計額（」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等実

施特例法第３条の２の２第１０項に規定する

条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例

法第３条の２の２第１０項に規定する条約適

用利子等の額」と、第２６条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１０項に規定する条約適用利子等の額」

とする。 

 （条約適用配当等に係る保険税の課税の特

例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２

項に規定する条約適用配当等に係る利子所

得、配当所得及び雑所得を有する場合におけ

る第３条、第６条、第９条及び第２６条ああ

あの規定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から、同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４

年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例

法」という。）第３条の２の２第１２項に規

定する条約適用配当等の額の合計額から法第

３１４条の２第２項」と、「及び山林所得金

額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１２項に規定する条約適用配当等の額の

合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は租税条約等実施特例法第３条の２の２第 

 １２項に規定する条約適用配当等の額」と、

第２６条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等

実施特例法第３条の２の２第１２項に規定す

る条約適用配当等の額」とする。 

１６～１９ ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 



４－９ 

２ この条例による改正後の陸前高田市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度以

後の年度の国民健康保険税分について適用し、令和４年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



５－１ 

議案第５号 

   監査委員の選任について 

 次の者を陸前高田市監査委員に選任することについて、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１９６条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

 住  所  陸前高田市高田町字鳴石１１９番地３２ 

 氏  名  宗 宮 安 宏 

 生年月日  昭和２２年１２月４日  

 

  令和５年６月１６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓 

 

 

 提案理由 

 識見を有する者のうちから選任した監査委員の任期満了に伴い、その後任を選任し

ようとして提案するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



５－２ 

 参考資料 

 

経   歴   書 

 

 住  所  陸前高田市高田町字鳴石１１９番地３２ 

 氏  名  宗 宮 安 宏 

 生年月日  昭和２２年１２月４日（７１歳） 

 

        学  歴 

 昭和４７年９月 法政大学法学部卒業 

 

        経  歴 

 昭和４２年４月～平成２０年３月 

  陸前高田市勤務 

   この間、平成 ７年４月 教育委員会事務局庶務課長補佐 

       平成 ９年４月 税務課長補佐 

       平成１２年４月 市民福祉部健康推進課長補佐 

       平成１５年４月 総務部税務課長 

 平成２５年４月～平成２７年３月 

  高田町第１区乙区長  

 平成２７年６月～令和元年５月３１日 

  陸前高田市情報公開審査会会長 

 平成２７年６月～令和元年５月３１日 

  陸前高田市個人情報保護審査会会長 

 平成２７年６月～同年１２月 

  陸前高田市固定資産評価審査委員会委員 

 平成２８年１月～令和元年５月３１日 

  陸前高田市固定資産評価審査委員会委員長 

 平成２８年４月～令和元年５月３１日 

  陸前高田市行政不服審査会会長 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



６－１ 

議案第６号 

市道路線の認定について 

次の市道路線を認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２

項の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

令和５年６月１６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 市道路線を認定しようとして提案するものである。

整理番号 路 線 名 
起    点（地番） 総延長 

（ｍ） 

重要な 

経過地 終    点（地番） 

３９５３ 
気仙川左岸 

３号線 

気仙町字木場８６番３ 
２８７  

気仙町字木場１６８番 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



６－２ 

（議案第６号説明資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位 置 図 

高田松原地域振興施設 

凡例 
起点 
終点 
 

３９５３ 
気仙川左岸３号線 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



７－１ 

議案第７号 

財産の取得について 

財産を取得することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和３９年条例第１０号）第３条の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 取得する目的 

  消防の用に供するため 

２ 取得する財産 

 ⑴ 名    称  消防ポンプ自動車 

 ⑵ 財産の配備  陸前高田市消防本部 

 ⑶ 種    別  備品 

 ⑷ 数    量  １台 

 ⑸ 取得予定価格  ４４，４４０，０００円 

３ 取得の方法 

  買入れ 

 

令和５年６月１６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

消防ポンプ自動車を買い入れようとして提案するものである。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



８－１ 

議案第８号 

   財産の取得について 

 財産を取得することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和３９年条例第１０号）第３条の規定により、議会の議決を求める。 

 

 取得する財産 

所在地 面 積 取得予定価格 

陸前高田市気仙町

字町裏２００番１

ほか７筆 

６，５６０．０８㎡ ７７，４０８，９４４円 

 

  令和５年６月１６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 旧吉田家住宅主屋復旧事業の用に供する土地を取得しようとして提案するものであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



８－２ 

（議案第８号説明資料その１) 

財産の取得概要 

 

１ 取得する財産 

 ⑴ 所在地 

   陸前高田市気仙町字町裏２００番１ほか７筆 

 ⑵ 地目、筆数及び面積 

地 目 筆 数 面 積 

宅地 ８筆 ６，５６０．０８㎡ 

合 計 ８筆 ６，５６０．０８㎡ 

２ 相手方 

  陸前高田市高田町字西和野６２番地５ 

   吉 田   裕 

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



８－３ 

（議案第８号説明資料その２) 

 

位 置 図 

市営住宅今泉団地 

今泉地区コミュニティセンター 

取得予定地 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



９－１ 

議案第９号 

   陸前高田市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３６年条例第２７号）

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和５年６月１６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

新型コロナウイルス感染症から市民の生命及び健康を保護するために緊急に行われ

た措置に係る作業に従事した職員に対して、特例として支給していた防疫等作業手当

を廃止しようとして提案するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



９－２ 

   陸前高田市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３６年条例第２７号）

の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

附 則    附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和 

 ３６年１０月１日から適用する。ただし、消

防本部職員兼務手当については、昭和３６年

４月１日から適用する。 

 この条例は、公布の日から施行し、昭和３６

年１０月１日から適用する。ただし、消防本部

職員兼務手当については、昭和３６年４月１日

から適用する。 

（新型コロナウイルス感染症に対処するため

の防疫等作業手当の特例） 
 

２ 職員が、新型コロナウイルス感染症（新型

コロナウイルス感染症を指定感染症として定

める等の政令（令和２年政令第１１号）第１

条に規定するものをいう。以下同じ。）の患

者その他市長が定める者が存する病院、宿泊

施設等の内部又はこれらに準ずる区域として

市長が定めるものにおいて、新型コロナウイ

ルス感染症から市民の生命及び健康を保護す

るために行われた措置に係る作業であって市

長が定めるものに従事したときは、防疫等作

業手当を支給する。この場合において、第２

条の規定は、適用しない。 

 

３  前項の手当の額は、作業１日につき 

３，０００円（新型コロナウイルス感染症の

患者その他市長が定める者の身体に接触し、

又はこれらの者に長時間にわたり接して行う

作業その他市長がこれに準ずると認める作業

に従事した場合にあっては、４，０００円）

の範囲内で市長の定める額とする。 

 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



１０－１ 

議案第１０号 

   陸前高田市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例

の一部を改正する条例 

 陸前高田市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例（平

成２４年条例第３６号）の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を

求める。 

  令和５年６月１６日 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 東日本大震災復興特別区域法第４３条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措

置が適用される場合等を定める省令の一部改正に伴い、所要の改正をしようとして提

案するものである。  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



１０－２ 

   陸前高田市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例

の一部を改正する条例 

 

 

陸前高田市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例（平

成２４年条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （課税免除の適用） 

第２条 特定復興産業集積区域において、法第４

条第９項の規定による復興推進計画の認定の日

（以下「認定日」という。）から令和６年３月

３１日までの間に、東日本大震災の被災者等に

係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平

成２３年法律第２９号）第１０条第１項、第 

 １０条の５第１項、第１７条の２第１項、第 

 １７条の５第１項、第１８条の４第１項、第 

 ２５条の２第１項、第２５条の５第１項又は第

２６条の４第１項の規定の適用を受ける施設又

は設備（以下「対象施設等」という。）を新設

し、又は増設した者（事業を実施する個人事業

者又は法人で法第３７条第１項若しくは法第 

 ３９条第１項に規定する指定事業者又は法第 

 ４０条第１項に規定する指定法人に該当するも

のであって、認定日から令和６年３月３１日ま

での間に当該指定事業者又は指定法人として指

定を受けたものに限る。）について、当該対象

施設等である家屋及び償却資産並びに当該家屋

の敷地である土地（認定日以後において取得し

たものに限り、かつ、土地については、その取

得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地

を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場

合における当該土地に限る。）に対して課する

固定資産税は、事業の用に供した後において最

初に固定資産税を課すべきこととなる年度以後

５年度内に限り、その課税を免除する。 

 （課税免除の適用） 

第２条 特定復興産業集積区域において、法第４

条第９項の規定による復興推進計画の認定の日

（以下「認定日」という。）から令和６年３月

３１日までの間に、東日本大震災の被災者等に

係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平

成２３年法律第２９号）第１０条第１項、第 

 １０条の５第１項、第１７条の２第１項、第 

 １７条の５第１項又は第１８条の４第１項あ 

 あああああああああああああああああああああ

ああああああああの規定の適用を受ける施設又

は設備（以下「対象施設等」という。）を新設

し、又は増設した者（事業を実施する個人事業

者又は法人で法第３７条第１項若しくは法第 

 ３９条第１項に規定する指定事業者又は法第 

 ４０条第１項に規定する指定法人に該当するも

のであって、認定日から令和６年３月３１日ま

での間に当該指定事業者又は指定法人として指

定を受けたものに限る。）について、当該対象

施設等である家屋及び償却資産並びに当該家屋

の敷地である土地（認定日以後において取得し

たものに限り、かつ、土地については、その取

得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地

を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場

合における当該土地に限る。）に対して課する

固定資産税は、事業の用に供した後において最

初に固定資産税を課すべきこととなる年度以後

５年度内に限り、その課税を免除する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和５年３月３１日以前に所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８
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号）第２３条の規定による改正前の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の

臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）第２５条の２第１項、第２５条

の５第１項又は第２６条の４第１項（所得税法等の一部を改正する法律附則第１４

条第２項の規定によりなおその効力を有することとされる場合を含む。）の規定の

適用を受ける施設又は設備を新設し、又は増設した者に対する固定資産税の課税免

除については、なお従前の例による。 
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議案第１１号 

   陸前高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第９号）の一部を改正する条例を

別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和５年６月１６日提出 

陸前高田市長  佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

国民健康保険税の税率を改定しようとして提案するものである。 
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   陸前高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第９号）の一部を次のように改正

する。 

改  正  前 改  正  後 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の

所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、地方税法（昭

和２５年法律第２２６号。以下「法」とい

う。）第３１４条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合計額から、同条第２

項の規定による控除をした後の総所得金額及び

山林所得金額の合計額（以下「基礎控除後の総

所得金額等」という。）に１００分の７．８を

乗じて算定する。 

２ ヽヽヽ（略） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の

被保険者均等割額） 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被

保険者１人について３１，３００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の

世帯別平等割額） 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の

各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める額とする。 

⑴ 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康

保険法第６条第８号の規定により被保険者の

資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属す

るものをいう。以下同じ。）と同一世帯に属

する被保険者が属する世帯であって同日の属

する月（以下この号において「特定月」とい

う。）以後５年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない場合

に限る。）をいう。次号、第８条及び第２６

条第１項において同じ。）及び特定継続世帯

（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する

被保険者が属する世帯であって特定月以後５

年を経過する月の翌月から特定月以後８年を

経過する月までの間にあるもの（当該世帯に 

他の被保険者がいない場合に限る。）をい

う。第３号、第８条及び第２６条第１項に

おいて同じ。）以外の世帯 ２３，１００

円 

 ⑵ 特定世帯 １１，５５０円 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の

所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、地方税法（昭

和２５年法律第２２６号。以下「法」とい

う。）第３１４条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合計額から、同条第２

項の規定による控除をした後の総所得金額及び

山林所得金額の合計額（以下「基礎控除後の総

所得金額等」という。）に１００分の７．４を

乗じて算定する。 

２ ヽヽヽ（略） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の

被保険者均等割額） 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被

保険者１人について３０，１００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の

世帯別平等割額） 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の

各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める額とする。 

⑴ 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康

保険法第６条第８号の規定により被保険者の

資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属す

るものをいう。以下同じ。）と同一世帯に属

する被保険者が属する世帯であって同日の属

する月（以下この号において「特定月」とい

う。）以後５年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない場合

に限る。）をいう。次号、第８条及び第２６

条第１項において同じ。）及び特定継続世帯

（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する

被保険者が属する世帯であって特定月以後５

年を経過する月の翌月から特定月以後８年を

経過する月までの間にあるもの（当該世帯に 

他の被保険者がいない場合に限る。）をい

う。第３号、第８条及び第２６条第１項に

おいて同じ。）以外の世帯 ２２，３００

円 

 ⑵ 特定世帯 １１，１５０円 
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⑶ 特定継続世帯 １７，３２５円 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支

援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後

の総所得金額等に１００分の２．７を乗じて算

定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支

援金等課税額の被保険者均等割額） 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被

保険者１人について１０，５００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支

援金等課税額の世帯別平等割額） 

第８条 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の

各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める額とする。 

⑴ 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯あ

７，８００円 

⑵ 特定世帯 ３，９００円 

⑶ 特定継続世帯 ５，８５０円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第９条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金

課税被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等

に１００分の２．４を乗じて算定する。 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等

割額） 

第１０条 第２条第４項の被保険者均等割額は、

介護納付金課税被保険者１人についてあ 

 １１，７００円とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割

額） 

第１１条 第２条第４項の世帯別平等割額は、１

世帯について６，０００円とする。 

（減額） 

第２６条 次の各号のいずれかに掲げる保険税の

納税義務者に対して課する保険税の額は、第２

条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げ

る額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６５万円を超える場合には、６５万円）、同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ

及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が２２万円を超える場合には、２２

万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税

額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１７万円を超える場合 

には、１７万円）の合算額とする。 

 ⑴ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得を有する者（前年中に法第 

⑶ 特定継続世帯 １６，７２５円 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支

援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後

の総所得金額等に１００分の２．５を乗じて算

定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支

援金等課税額の被保険者均等割額） 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被

保険者１人について１０，１００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支

援金等課税額の世帯別平等割額） 

第８条 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の

各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める額とする。 

⑴ 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯あ

７，５００円 

⑵ 特定世帯 ３，７５０円 

⑶ 特定継続世帯 ５，６２５円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第９条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金

課税被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等

に１００分の２．３を乗じて算定する。 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等

割額） 

第１０条 第２条第４項の被保険者均等割額は、

介護納付金課税被保険者１人についてあ 

 １１，３００円とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割

額） 

第１１条 第２条第４項の世帯別平等割額は、１

世帯について５，８００円とする。 

（減額） 

第２６条 次の各号のいずれかに掲げる保険税の

納税義務者に対して課する保険税の額は、第２

条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げ

る額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６５万円を超える場合には、６５万円）、同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ

及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が２２万円を超える場合には、２２

万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税

額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１７万円を超える場合 

には、１７万円）の合算額とする。 

 ⑴ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得を有する者（前年中に法第 
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  ７０３条の５第１項に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第

２８条第１項に規定する給与所得について同

条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収

入金額が５５万円を超える者に限る。）をい

う。以下この号において同じ。）の数及び公

的年金等に係る所得を有する者（前年中に法

第７０３条の５第１項に規定する総所得金額

に係る所得税法第３５条第３項に規定する公

的年金等に係る所得について同条第４項に規

定する公的年金等控除額の控除を受けた者

（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年

金等の収入金額が６０万円を超える者に限

り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が１１０万円を超える者に

限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（以下この条において

「給与所得者等の数」という。）が２以上の

場合にあっては、４３万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて

得た金額を加算した金額）を超えない世帯に

係る納税義務者 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて２１，９１０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に従い、それぞれに定める額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ１６，１７０円 

   (イ) 特定世帯 ８，０８５円 

   (ウ) 特定継続世帯 １２，１２８円 

  ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額あ被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について７，３５０円 

  エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額あ次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定め

る額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ５，４６０円 

   (イ) 特定世帯 ２，７３０円 

   (ウ) 特定継続世帯 ４，０９５円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者

均等割額 介護納付金課税被保険者（第１

条第２項に規定する世帯主を除く。）１人 

  ７０３条の５第１項に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第

２８条第１項に規定する給与所得について同

条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収

入金額が５５万円を超える者に限る。）をい

う。以下この号において同じ。）の数及び公

的年金等に係る所得を有する者（前年中に法

第７０３条の５第１項に規定する総所得金額

に係る所得税法第３５条第３項に規定する公

的年金等に係る所得について同条第４項に規

定する公的年金等控除額の控除を受けた者

（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年

金等の収入金額が６０万円を超える者に限

り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が１１０万円を超える者に

限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（以下この条において

「給与所得者等の数」という。）が２以上の

場合にあっては、４３万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて

得た金額を加算した金額）を超えない世帯に

係る納税義務者 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて２１，０７０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に従い、それぞれに定める額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ１５，６１０円 

   (イ) 特定世帯 ７，８０５円 

   (ウ) 特定継続世帯 １１，７０８円 

  ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額あ被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について７，０７０円 

  エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額あ次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定め

る額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ５，２５０円 

   (イ) 特定世帯 ２，６２５円 

   (ウ) 特定継続世帯 ３，９３８円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者

均等割額 介護納付金課税被保険者（第１

条第２項に規定する世帯主を除く。）１人 
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   について８，１９０円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平

等割額 １世帯について４，２００円 

 ⑵ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき２９万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当

する者を除く。） 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて１５，６５０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ１１，５５０円 

   (イ) 特定世帯 ５，７７５円 

   (ウ) 特定継続世帯 ８，６６３円 

  ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額あ被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について５，２５０円 

  エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額あ次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定め

る額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ３，９００円 

   (イ) 特定世帯 １，９５０円 

   (ウ) 特定継続世帯 ２，９２５円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者

均等割額 介護納付金課税被保険者（第１

条第２項に規定する世帯主を除く。）１人

について５，８５０円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平

等割額 １世帯について３，０００円 

 ⑶ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円  

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を 

   について７，９１０円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平

等割額 １世帯について４，０６０円 

 ⑵ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき２９万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当

する者を除く。） 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて１５，０５０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ１１，１５０円 

   (イ) 特定世帯 ５，５７５円 

   (ウ) 特定継続世帯 ８，３６３円 

  ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額あ被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について５，０５０円 

  エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額あ次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定め

る額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ３，７５０円 

   (イ) 特定世帯 １，８７５円 

   (ウ) 特定継続世帯 ２，８１３円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者

均等割額 介護納付金課税被保険者（第１

条第２項に規定する世帯主を除く。）１人

について５，６５０円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平

等割額 １世帯について２，９００円 

 ⑶ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円  

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を 



１１－６ 

  加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき５３万５，０００円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義務者

（前２号に該当する者を除く。） 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて６，２６０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ４，６２０円 

   (イ) 特定世帯 ２，３１０円 

   (ウ) 特定継続世帯 ３，４６５円 

  ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額あ被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について２，１００円 

  エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額あ次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定め

る額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ１，５６０円 

   (イ) 特定世帯 ７８０円 

   (ウ) 特定継続世帯 １，１７０円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者

均等割額 介護納付金課税被保険者（第１

条第２項に規定する世帯主を除く。）１人

について２，３４０円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平

等割額 １世帯について１，２００円 

２ 保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に

達する日以後の最初の３月３１日以前である被

保険者（以下「未就学児」という。）がある場

合における当該納税義務者に対して課する被保

険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する

未就学児につき算定した被保険者均等割額（前

項に規定する金額を減額するものとした場合に

あっては、その減額後の被保険者均等割額）に

限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の

各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額を減額して得た額とする。 

 ⑴ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額  

の被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれ未就学児１人について次に

定める額 

  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した

世帯 ４，６９５円 

  加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき５３万５，０００円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義務者

（前２号に該当する者を除く。） 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて６，０２０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ４，４６０円 

   (イ) 特定世帯 ２，２３０円 

   (ウ) 特定継続世帯 ３，３４５円 

  ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額あ被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について２，０２０円 

  エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額あ次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定め

る額 

   (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯

あ１，５００円 

   (イ) 特定世帯 ７５０円 

   (ウ) 特定継続世帯 １，１２５円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者

均等割額 介護納付金課税被保険者（第１

条第２項に規定する世帯主を除く。）１人

について２，２６０円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平

等割額 １世帯について１，１６０円 

２ 保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に

達する日以後の最初の３月３１日以前である被

保険者（以下「未就学児」という。）がある場

合における当該納税義務者に対して課する被保

険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する

未就学児につき算定した被保険者均等割額（前

項に規定する金額を減額するものとした場合に

あっては、その減額後の被保険者均等割額）に

限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の

各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額を減額して得た額とする。 

 ⑴ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額  

の被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれ未就学児１人について次に

定める額 

  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した

世帯 ４，５１５円 
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  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した

世帯 ７，８２５円 

  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した

世帯 １２，５２０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯あ

１５，６５０円 

 ⑵ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

支援金等課税額の被保険者均等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１

人について次に定める額 

  ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した

世帯 １，５７５円 

  イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した

世帯 ２，６２５円 

  ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した

世帯 ４，２００円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯あ

５，２５０円 

   附 則 

１～１９ ヽヽヽ（略） 

 

  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した

世帯 ７，５２５円 

  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した

世帯 １２，０４０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯あ

１５，０５０円 

 ⑵ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

支援金等課税額の被保険者均等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１

人について次に定める額 

  ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した

世帯 １，５１５円 

  イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した

世帯 ２，５２５円 

  ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した

世帯 ４，０４０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯あ

５，０５０円 

   附 則 

１～１９ ヽヽヽ（略） 

（令和５年度分の保険税の課税の特例） 

２０ 第４条、第７条、第１０条及び第２６条の

規定の適用については、令和５年度分の保険税

に限り、次の表の左欄に掲げる規定中、同表中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる

字句とする。 
 

第４条 30,100 円 22,600 円 

第７条 10,100 円 7,500 円 

第１０条 11,300 円 8,400 円 

第２６条第１項第１号ア 21,070 円 15,820 円 

第２６条第１項第１号ウ 7,070 円 5,250 円 

第２６条第１項第１号オ 7,910 円 5,880 円 

第２６条第１項第２号ア 15,050 円 11,300 円 

第２６条第１項第２号ウ 5,050 円 3,750 円 

第２６条第１項第２号オ 5,650 円 4,200 円 

第２６条第１項第３号ア 6,020 円 4,520 円 

第２６条第１項第３号ウ 2,020 円 1,500 円 

第２６条第１項第３号オ 2,260 円 1,680 円 

第２６条第２項第１号ア 4,515 円 3,390 円 

第２６条第２項第１号イ 7,525 円 5,650 円 

第２６条第２項第１号ウ 12,040 円 9,040 円 

第２６条第２項第１号エ 15,050 円 11,300 円 

第２６条第２項第２号ア 1,515 円 1,125 円 

第２６条第２項第２号イ 2,525 円 1,875 円 

第２６条第２項第２号ウ 4,040 円 3,000 円 

第２６条第２項第２号エ 5,050 円 3,750 円 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
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   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の陸前高田市国民健康保険税条例の規

定は、令和５年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の陸前高田市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度以

後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 
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１２－１ 

議案第１２号 

陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費給付条例の一部を改

正する条例 

陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費給付条例（昭和４８年条例

第２２号）の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和 

２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

令和５年６月１６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

医療費給付事業における現物給付の対象を拡大しようとして提案するものである。 
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１２－２ 

陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費給付条例の一部を改

正する条例 

 

 

陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費給付条例（昭和４８年条例

第２２号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 
  
 （給付の方法） 

第９条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、受給者のうち出

生の日から１５歳に達する日以後の最初の３月

３１日までの間にある者又は妊産婦が医療機関

等で医療を受けた場合には、市長は、その内容

を審査し、適当と認めたときは、第４条に定め

る額の医療費を、その者又はその保護者に代わ

り、当該医療機関等に支払うことができる。 

４ ヽヽヽ（略） 

 （給付の方法） 

第９条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、受給者のうち出

生の日から１８歳に達する日以後の最初の３月

３１日までの間にある者又は妊産婦が医療機関

等で医療を受けた場合には、市長は、その内容

を審査し、適当と認めたときは、第４条に定め

る額の医療費を、その者又はその保護者に代わ

り、当該医療機関等に支払うことができる。 

４ ヽヽヽ（略）   

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年８月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の陸前高田市子ども、妊産婦及び重度心身障がい者医療費

給付条例の規定は、この条例の施行の日以後の受療について適用し、同日前の受療

については、なお従前の例による。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



１３－１ 

議案第１３号 

陸前高田市火災予防条例の一部を改正する条例 

陸前高田市火災予防条例（昭和３７年条例第１号）の一部を改正する条例を別紙の

とおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号

の規定により、議会の議決を求める。 

令和５年６月１６日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

 消防法施行規則及び対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の

取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令の一部改正に伴い、所要の改正

をしようとして提案するものである。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  



１３－２ 

   陸前高田市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市火災予防条例（昭和３７年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （急速充電設備） 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部

で変圧して、電気自動車等（電気を動力源と

する自動車等（道路交通法（昭和３５年法律

第１０５号）第２条第１項第９号に規定する

自動車又は同項第１０号に規定する原動機付

自転車をいう。第１２号において同じ。）を

いう。以下この条において同じ。）に充電す

る設備（全出力２０キロワット以下のもの及

び全出力２００キロワットを超えるものを除

く。）をいうああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああ。以下

同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げ

る基準によらなければならない。 

 ⑴ 急速充電設備（全出力５０キロワット以

下のもの及び消防長が認める延焼を防止す

るための措置が講じられているものを除

く。）を屋外に設ける場合にあっては、建

築物から３メートル以上の距離を保つこ

と。ただし、不燃材料で造り、又は覆われ

た外壁で開口部のないものに面するとき

は、この限りでない。 

 

 

 

 ⑵ その筐体は、不燃性の金属材料で造るこ

と。あああああああああああああああああ

あああああああああああああ 

 ⑶～⑸ ヽヽヽ（略） 

 ⑹ 急速充電設備と電気自動車等が確実に接

続されていない場合には、充電を開始しな

い措置を講ずること。 

 ⑺ 急速充電設備と電気自動車等の接続の接

続部に電圧が印加されている場合には、当

該接続部が            外れ

ないようにする措置を講ずること。 

 ⑻～⑽ ヽヽヽ（略） 

 ⑾ 急速充電設備を手動で緊急停止させるこ

 （急速充電設備） 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部

で変圧して、電気自動車等（電気を動力源と

する自動車、原動機付自転車、船舶、航空機

その他これらに類するものをいう。以下同

じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気

自動車等に接続するためのものをいう。以下

同じ。）を用いて         充電す

る設備（全出力２０キロワット以下のものを

除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機

能を有する設備本体及び充電ポスト（コネク

ター及び充電用ケーブルを収納する設備で、

変圧する機能を有しないものをいう。以下同

じ。）により構成されるものをいう。以下同

じ。）にあっては、充電ポストを含む。以下

同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げ

る基準によらなければならない。 

 ⑴ 急速充電設備（全出力５０キロワット以

下のもの及び消防長が認める延焼を防止す

るための措置が講じられているものを除

く。）を屋外に設ける場合にあっては、建

築物から３メートル以上の距離を保つこ

と。ただし、次に掲げるものにあってはあ

あああああああああああああああああああ

あ、この限りでない。 

  ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で

開口部のないものに面するもの 

  イ 分離型のものにあっては、充電ポスト 

 ⑵ その筐体は、不燃性の金属材料で造るこ

と。ただし、分離型のものの充電ポストに

あっては、この限りでない。 

 ⑶～⑸ ヽヽヽ（略） 

 ⑹ コネクター と電気自動車等が確実に接

続されていない場合には、充電を開始しな

い措置を講ずること。 

 ⑺ コネクターが電気自動車等に接続され、

あああ電圧が印加されている場合には、当

該コネクターが当該電気自動車等から外れ

ないようにする措置を講ずること。 

 ⑻～⑽ ヽヽヽ（略） 

 ⑾ 急速充電設備を手動で緊急に停止するこ
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とができる措置を講ずるああああああああ

あああああああああああああああああああ

ああああああああああああああこと。 

 ⑿ 自動車等         の衝突を防

止する措置を講ずること。 

 ⒀ コネクター（充電用ケーブルを電気自動

車等に接続するための部分をいう。以下こ

の号において同じ。）について、操作に伴

う不時の落下を防止する措置を講ずるこ

と。ただし、コネクターに十分な強度を有

するものにあっては、この限りでない。 

 ⒁及び⒂ ヽヽヽ（略） 

 ⒃ 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵してい

るものにあっては、当該蓄電池あああああ

ああああああああああああああああについ

て次に掲げる措置を講ずること。 

  ア～エ ヽヽヽ（略） 

 

  

 

 

⒄及び⒅ ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

（避雷設備） 

第１６条 避雷設備の位置及び構造は、消防長

が指定する日本産業規格（産業標準化法（昭

和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の

日本産業規格をいう。あああああ）に適合す

るものとしなければならない。 

２ ヽヽヽ（略） 

（喫煙等） 

第２３条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 前項の場合において、併せて図記号による

標識を設けるときは、別表第７に定めるもの

としなければならない。 

４ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３

号に掲げる場所を除く。）を有する防火対象

物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次の各号に定める措置を講

じなければならない。 

 ⑴ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数

の吸殻容器を設けた喫煙所の設置及び当該

喫煙所における「喫煙所」と表示した標識

の設置（併せて図記号による標識を設ける

ときは、別表第７に定めるものとしなけれ

ばならああああああああああああああああ

ああない。） 

 

とができる装置を、当該急速充電設備の利

用者が異常を認めたときに、速やかに操作

することができる箇所に設けること。 

 ⑿ 急速充電設備と電気自動車等の衝突を防

止する措置を講ずること。 

 ⒀ コネクター（充電用ケーブルを電気自動

車等に接続するための部分をいう。以下こ

の号において同じ。）について、操作に伴

う不時の落下を防止する措置を講ずるこ

と。ただし、コネクターに十分な強度を有

するものにあっては、この限りでない。 

⒁及び⒂ ヽヽヽ（略） 

 ⒃ 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵してい

るものにあっては、当該蓄電池（主として

保安のために設けるものを除く。）につい

て次に掲げる措置を講ずること。 

  ア～エ ヽヽヽ（略） 

 ⒄ 急速充電設備のうち分離型のものにあっ

ては、充電ポストに蓄電池（主として保安

のために設けるものを除く。）を内蔵しな

いこと。 

⒅及び⒆ ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

（避雷設備） 

第１６条 避雷設備の位置及び構造は、消防長

が指定する日本産業規格（産業標準化法（昭

和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の

日本産業規格をいう。以下同じ。）に適合す

るものとしなければならない。 

２ ヽヽヽ（略） 

（喫煙等） 

第２３条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

 

 

 

３ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３

号に掲げる場所を除く。）を有する防火対象

物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次の各号に定める措置を講

じなければならない。 

⑴ ヽヽヽ（略） 

⑵ 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数

の吸殻容器を設けた喫煙所の設置及び当該

喫煙所における「喫煙所」と表示した標識

の設置（健康増進法（平成１４年法律第 

  １０３号）第３３条第２項に規定する喫煙

専用室標識を設ける場合においてはこの限

りでない。） 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併
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５ 前項 第２号に掲げる場合において、劇場

等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下（通行

の用に供しない部分を除く。）以外の場所に

設けなければならない。ただし、劇場等の一

部の階において全面的に喫煙が禁止されてい

る旨の標識の設置その他の当該階における全

面的な喫煙の禁止を確保するために消防長が

火災予防上必要と認める措置を講じた場合

は、当該階において喫煙所を設けないことが

できる。 

６及び７ ヽヽヽ（略） 

別表第４から別表第６まで 削除 

別表第７（第２３条関係） 

表示の種類 図記号 色 

禁煙である旨

の表示 

 記号は黒、斜

めの帯及び枠

は赤、地は白 

火気厳禁であ

る旨の表示 

 記号は黒、斜

めの帯及び枠

は赤、地は白 

喫煙所である

旨の表示 

 記号は黒、地

は白 

 
 

せて図記号による標識を設けるときは、「禁

煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せ

て設ける図記号にあっては、国際標準化機構

が定めた規格第７０１０号又は日本産業規格

Ｚ８２１０に適合するものとし、「喫煙所」

と表示した標識と併せて設ける図記号にあっ

ては、国際標準化機構が定めた規格第 

 ７００１号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適

合するものとしなければならない。 

５ 第３項第２号に掲げる場合において、劇場

等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下（通行

の用に供しない部分を除く。）以外の場所に

設けなければならない。ただし、劇場等の一

部の階において全面的に喫煙が禁止されてい

る旨の標識の設置その他の当該階における全

面的な喫煙の禁止を確保するために消防長が

火災予防上必要と認める措置を講じた場合

は、当該階において喫煙所を設けないことが

できる。 

６及び７ ヽヽヽ（略） 

別表第４から別表第７まで 削除 

 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１１条の２第１項の改正規定及

び次項の規定は、令和５年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１１条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされ

ているこの条例による改正後の陸前高田市火災予防条例（以下「新条例」とい

う。）第１１条の２第１項に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関

する基準の適用については、なお従前の例による。 



１３－５ 

３ 新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中「喫煙

専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正する法律

（平成３０年法律第７８号）附則第３条第１項の規定により読み替えて適用される

健康増進法第３３条第２項に規定する指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるも

のとする。 

４ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第２３条

第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち、新条例第 

 ２３条第４項の規定に適合しないものについては、当該規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

 


